
令　 和　 ４ 　 年　 度

福島県公営企業決算審査意見書

福 島 県 流 域 下 水 道 事 業

福 島 県 工 業 用 水 道 事 業

福 島 県 地 域 開 発 事 業

福 島 県 立 病 院 事 業

福 島 県 監 査 委 員





 
 
                                                 　 　 　 　                               ５ 福 監 第  １ ５ ８  号 

                                                         　 　 　 　 　 　                   令和 ５ 年 ８ 月 ２ ５ 日 
 
 

  福島県知事   内  堀  雅  雄  様 
 

                                                                        福島県監査委員　 山　 田　 平四郎 
 
                                                                        福島県監査委員　 髙　 野  光  二 
 
                                                                        福島県監査委員　 佐  竹      浩 
 
                                                                        福島県監査委員　 高  橋  宏  和 

                                                              　  
 
 

令和４ 年度福島県公営企業決算審査意見について  
 
 

   地方公営企業法第 30 条第 2 項の規定に基づき 、 令和 5 年 7 月 25 日付けで審査に付さ れた令和４ 年度福島県公営企業決算

について審査し た結果は、 次のと おり です。
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福　島　県　流　域　下　水　道　事　業
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１１ 流流域域下下水水道道事事業業のの実実施施状状況況

猪苗代湖

新地町

本宮市

矢矢吹吹町町

会津若松市

白河市

相馬市

伊達市

湯川村

○ 阿阿武武隈隈川川上上流流流流域域下下水水道道（（県県北北処処理理区区）

対 象 市 町 村 福島市､伊達市､桑折町､国見町

管 渠 延 長 55.9㎞

R 4 処 理 水 量 16,852,971㎥

供用開始済人口 205,870人

○ 阿阿武武隈隈川川上上流流流流域域下下水水道道（（県県中中処処理理区区））

対 象 市 町 村 郡山市､須賀川市､本宮市､鏡石町､矢吹町

管 渠 延 長 50.5㎞

R 4 処 理 水 量 35,325,802㎥

供用開始済人口 298,816人

○ 阿阿武武隈隈川川上上流流流流域域下下水水道道（（田田村村処処理理区区））

対 象 市 町 村 田村市

管 渠 延 長 26.5㎞

R 4 処 理 水 量 798,045㎥

供用開示済人口 12,001人

○○ 阿阿武武隈隈川川上上流流流流域域下下水水道道（（二二本本松松処処理理区区）

対 象 市 町 村 二本松市

管 渠 延 長 5.6㎞

R 4 処 理 水 量 1,467,798㎥

供用開始済人口 13,557人

○○ 広広域域汚汚泥泥処処理理（（県県中中処処理理区区））

対象市町村 白河市､西郷村

※ 汚泥の処分委託業務を県中処理区分と合わせ
て県が実施
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処 理 区 県北処理区 二本松処理区 田村処理区

供用開始 平成8年4月1日 平成10年10月1日 平成16年4月1日

 処 理 場
 の 名 称

県北浄化センター あだたら清流センター 大滝根水環境センター

(㎥) 　A－B (㎥) △ 98,610 △ 8,360

　A／B (％)

△ 163,559,531

   台風被害による固
   定資産除却

　　(ほぼ収支均衡)
　処理水量増による市
　町村負担金の計上

【 主 な 要 因 】 　　(ほぼ収支均衡)

   4年度負担金単価
※ (　)は資本費を除いた単価

                (円／㎥)

　4 年 度 損 益（円） △ 88,856,581

計画処理能力 (㎥／日)

現在処理能力 (㎥／日)

対
比

△ 1,402,266 △ 1,315,428

 　管 渠 延 長 （km）     

県中浄化センター

年 　 間
　

処理水量

4年度(A)

3年度(B)

全　   体 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訳

県中処理区

昭和63年10月1日

対　　象
市 町 村

 福島市、伊達市、
 桑折町、国見町

 郡山市、須賀川市、
 本宮市、鏡石町、
 矢吹町

二本松市 田村市

２２ 各各 処処 理理 区区 のの 概概 要要

−   2  −



阿阿武武隈隈川川

管管理理棟棟
第第１１SP棟棟

汚汚泥泥処処理理棟棟

３３ 令令和和元元年年東東日日本本台台風風にによよるる県県北北浄浄化化セセンンタターーのの被被災災状状況況とと復復旧旧状状況況

浸水深
H＝約4.8m

令令和和元元年年１１００月月

第第２２SP棟棟

第２SP棟

令令和和３３年年１１２２月月

処処理理水水再再利利用用棟棟

全面的浸水
ポンプ更新、

ゲート部品交換
１階の天井まで浸水

天井張り替え、
照明器具更新

塩塩素素混混和和池池 管管 理理 棟棟

処処理理水水再再利利用用棟棟
沈沈 殿殿 池池

沈沈 殿殿 池池（（水水没没））
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　　４４　　県県北北浄浄化化セセンンタターーのの放放流流水水のの水水質質改改善善状状況況

0
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300

R1.9.1 R1.11.1 R2.1.1 R2.3.1 R2.5.1 R2.7.1 R2.9.1 R2.11.1 R3.1.1 R3.3.1 R3.5.1 R3.7.1 R3.9.1 R3.11.1 R4.1.1 R4.3.1 R4.5.1 R4.7.1 R4.9.1 R4.11.1 R5.1.1 R5.3.1

BOD(㎎/ℓ)

BOD(㎎／ℓ)

→10/25〜 応急処理開始(沈殿＋消毒)

BOD60㎎/ℓ
応急復旧時の水質目標クリア

BOD120㎎/ℓ
水質汚濁防止法の排水基準クリア

→12/23〜 第2スクリーンポンプ仮復旧完了
→1/20〜 第1スクリーンポンプ仮復旧完了
→1月末〜 3月末 最終沈殿池の掻寄機(かきよせき)及びポンプを系列毎に仮復旧

→3月末〜 4月末 最初沈殿池の掻寄機(かきよせき)及びポンプを系列毎に仮復旧
→6/27〜 仮設送風機を1台から2台に増設（汚水中の有機物の分解を促進）

凡例

BOD15㎎/ℓ
下水道法の水質基準

→4/1〜 脱水機1台を仮復旧

→3/22〜 仮設送風機を2台から7台に増設（ 〃 ）

→7/28〜 2系列水処理施設(4池)復旧

→10/25〜 1系列水処理施設 3池 復旧

→12/22〜 1系列水処理施設 3池 復旧

→10/15〜 緊急措置開始(塩素消毒)

→12/9〜 簡易的な生物処理開始

10/13

被災

12月下旬

復旧完了

緊急措置時の

水質目標

(BOD200㎎/ℓ)

水質汚濁防止

法の排水基準

(BOD120㎎/ℓ)

応急復旧時

の水質目標

(BOD60㎎/ℓ)

下水道法の水

質基準

(BOD15㎎/ℓ)

水処理施設

１系列 ６池

２系列 ４池

BOD：生物化学的酸素要求量。好気性微生物が水中の有機物を分解する過程で消費する酸素量。低いほど水質が良い。
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５５　　令令和和元元年年東東日日本本台台風風被被害害をを踏踏ままええたた浸浸水水対対策策

【県北処理区】 【二本松処理区】

　第2スクリーンポンプ棟（工事中） あだたら清流センター全景

あだたら清流センター擁壁工○ 耐水化計画に基づく第２スクリーンポンプ

棟の耐水化工事（令和4年3月～令和8年度

末に完了（予定)）。

○ 放流ポンプ棟、管理棟、伊達中継ポンプ

場の管理ポンプ場の耐水化を予定していま

す。

六角川→

あだたら清流セン

ター（二本松処理区）

の敷地を擁壁で囲う

耐水化工事が完了し

ました。（令和4年7月

～令和5年3月）

−   5  −



６　県北浄化センターへの福島市合流区域（堀河処理区）の接続

・昭和44年12月 建設工事着手

・昭和48年12月 供用を開始

・平成15年9月 下水道法が改正され、合流式

下水道の改善期限が規定された。

改善期限：令和5年度(原発事故により猶予)

・令和３～４年度

合流式改善事業（雨水の吐け口の嵩上げ等によ

り未処理放流の下水減少のための工事）の実施

・令和4年4月7日

堀河処理区接続に関する地元要望書への回答

書手交及び覚書締結

・令和4年12月27日

環境保全協議会で地元の了承を得る。

・令和5年4月3日

堀河処理区から流域下水道へ流入開始

堀河終末処理場

【接続の経過】

６ 県北浄化センターへの福島市合流区域（堀河処理区）の接続

堀河終末処理場
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７　県中浄化センターの溶融スラグ等の場外搬出

　【施工前】 【施工後】

　 県中浄化センター第１保管庫　搬出前（令和4年3月） 県中浄化センター第１保管庫　搬出後（令和4年6月）

下水汚泥の焼却等で発生した灰等は、県中浄化センター

内に保管管理し、順次、場外搬出を行ってきました。

放射能濃度
（ベクレル/kg）

搬出量（ｔ） 搬出先 搬出時期

8,000以下 約2,554
産業廃棄物処理
施設

H27年12月
～R2年1月

8,000超 約8,439
特定廃棄物埋立
処分施設

H30年9月
～R元年9月

10万以下 　約234
特定廃棄物等固
形化処理施設

R3年4月
～R3年5月

10万超 　約400 中間貯蔵施設
R4年3月
～R4年5月



【貸借対照表の骨子】
《 経 営 概 況 》

有利子

　※ 「装置産業」：生産やサービス提供のために大がかりな設備等を要すると

 　 考えられる産業。

資本金
63.95

純損失0.89

費用 93.00 収益92.11

【【流流域域下下水水道道事事業業のの財財源源構構成成】】

剰余金
60.21

 【損益計算書の骨子】

　 ④　施設の維持管理費用は、流域関連市町村からの負担金と一般会計繰入金

　　 で賄っています。

　 ⑤　企業債元金償還には、「一般会計出資金」と市町村負担金の「資本費」

 貸借対照表と損益計算
 書を同じ縮尺で図にし
 たものです。

　 　を充てています。

　 　が令和３年度に完了しました。（総事業費 119億円）

固定資産
923.45

繰延収益
664.76 　 ⑥　収益92億円の約36％に当たる33億円は市町村負担金であり、費用93億　　

　　 円の約42％に当たる39億円は減価償却費です。
(管渠等)   (国庫補助金)

　 ⑦　令和元年東日本台風で甚大な被害を受けた県北浄化センターの復旧事業

(機械等)   (市町村負担金)

　 ①「装置産業」的な事業構造になっています。

有利子
負債

145.94

固定負債
134.95

　　　 （資産が1,000億円近くあるのに対し、収益は100億円程度）

　 ②　固定資産923億円の約64%に当たる590億円は流域下水道の管渠等です。

　 ③　施設の建設・改良の財源は、国庫補助金、市町村負担金及び企業債です。

(計 946.56) (計 946.56) （単位：億円）

流動資産 23.11 流動負債 22.69

８８ 流流域域下下水水道道事事業業のの経経営営概概況況

国国庫庫補補助助金金

補助率 又は

市市町町村村負負担担金金

（（市市町町村村債債））
県県 債債

交交付付税税措措置置

①① 建建設設時時のの財財源源構構成成 資資本本的的支支出出 ４４条条予予算算

交交付付税税措措置置

国国庫庫補補助助金金をを除除いいたた額額をを県県とと関関連連市市町町村村でで づづつつ負負担担 市市町町村村負負担担金金

維維持持管管理理費費 ％％

②② 維維持持管管理理のの財財源源構構成成 収収益益的的支支出出 ３３条条予予算算
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１　審査の対象

　　令和4年度福島県流域下水道事業決算

２　審査の期間

　　令和5年7月25日から同年8月25日まで

３　審査の手続

（１）審査の着眼点

　　ア　経済性・効率性・有効性：事業の経営は、常に経済性を発揮するとともに、公衆衛生の向上に寄与し公共用水域の水質の保全

　　　に資するよう運営されたか

　　イ　正確性：決算書類は、流域下水道事業の財政状態及び経営成績を適正に表示しているか

　　ウ　合規性：財務に関する事務は、地方公営企業法及び関係法令に基づく会計制度に則り、適正に執行されたか

　　エ　また、令和４年度の決算審査に当たり、次の視点を重視して審査を行いました。

　　　①　決算計数の「正確性」、地方公営企業法等に準拠する「合規性」の審査はもとより、設立当初から果たしてきた役割を踏ま

えた審査としたこと

　　　②　昨年４月からスタートした新しい総合計画の基本的な考え方である政策等の実施による「成果の創出」と「成果の見える化」

を踏まえ、写真やグラフ等の活用により「審査自体を見える化」すること

　　　③　公営企業の経営成績について、前年比だけでなく、全国比較を行い本県の位置付けを明確化すること

（２）審査の手続

      決算諸表、証書類等の内容と関係帳票、証拠書類等を照合し、関係職員から説明を聴取し、併せて定期監査、例月出納検査等の

　　結果を踏まえて慎重に審査を行いました。

Ⅰ　　令和４年度福島県流域下水道事業決算審査意見

第　１　　審　査　の　概　要
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第　２　　審 査 の 結 果 及 び 意 見

１　審査の結果

（１）審査結果

　審査に付された令和４年度の決算書類及び同附属書類は、地方公営企業法及び関係法令に基づく会計制度に則り作成され、本

事業の財政状態及び経営成績を適正に表示しているものと認められました。

　また、当年度の予算の執行及び財務に関する事務については、放射能対策事業に関する市町村負担金等収入の会計処理に著し

く適正を欠いているものなど一部に是正及び改善を要するものが見受けられたものの、おおむね適正に執行されたものと認めら

れました。

（２）事業概要

　県では、阿武隈川流域全体の水環境の保全に資するため、阿武隈川上流流域下水道事業として１流域４処理区において事業を

実施しています。昭和51年度から事業を開始し、平成16年度までに全ての処理区で供用を開始しており、管渠の延長は４処理区

の合計で約139kmとなっています。令和4年度の年間処理水量は約5,444万㎥で前年度と比較して約140万㎥(2.5％)減少しました。

　令和元年東日本台風で甚大な被害を受けた県北浄化センターについては、令和3年12月に水質基準を達成し、令和4年3月に災

害復旧工事が完了しました。また、福島市合流区域（堀河処理区）については、県北浄化センターが立地している国見町住民と

の協議の結果、令和4年4月に合意に至り、令和5年4月3日から処理を開始しました。

　原発事故に伴い県中浄化センターに場内保管されていた溶融スラグ等については、8千～10万ベクレル/kgのダストについて、

令和3年4月から5月に搬出を完了し、また、10万ベクレル/kgを超える溶融スラグ・ダストについても、令和4年3月から5月に搬出

を完了し、すべての保管汚泥等の搬出を完了しました。

（３）経営概況

　事業総収益が92億1,069万1,263円に対し事業総費用は92億9,954万7,844円で、当年度の純損失は8,885万6,581円となっており、

前年度より利益が2億2,186万1,719円減少しています。これは、当年度の降水量の減により処理水量が減少したため、市町村負担

金収入が減少したこと、電力・燃料費の高騰、過年度の消費税確定申告額の修正による追加納付により費用が増加したことによ

るものです。
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 ア　経営基盤の安定

　(ｱ)  公営企業会計への移行

　  人口減少による市町村負担金収入の減少や施設の老朽化に伴う更新経費の増加等に備えて、自らの経営状況や財務状態を

　正確に把握して経営基盤の強化を図るため、令和2年4月1日に地方公営企業法を一部適用して公営企業会計に移行しています。

　　公営企業会計への移行により、貸借対照表や損益計算書等の財務書類が作成され、固定資産等の減価償却後の帳簿価額や

　フルコスト情報を把握した損益の「見える化」に取り組んでいます。

　(ｲ)　経営戦略の策定・推進

　　事業を将来にわたり持続的・安定的に運営するために令和3年3月に「福島県流域下水道事業経営戦略」を策定し、令和11

　年度までの10年間について、適切な収益確保と費用縮減の収支計画を基に健全な経営の推進を図っています。

　　特に、維持管理については、その大部分を市町村負担金を財源としていますが、市町村の財政負担を抑制するため、公益

　財団法人福島県下水道公社を積極的に活用し、また、処理場の維持管理に複数年契約による包括的民間委託を導入するなど、

　一層の効率化を図って経費の縮減に取り組んでいます。

　(ｳ)　一般会計繰入金の確保

　　市町村負担金の対象外である職員人件費及び企業債支払利息については、一般会計から必要額を繰り入れています。

 イ　施設の適切な改築・更新と維持管理

　(ｱ)　計画的な改築・更新の実施

　　施設の老朽化が進行しているため、持続的な下水道機能の確保と費用の平準化を図るストックマネジメント計画を策定し

　て施設の計画的な改築・更新と長寿命化対策を実施しています。

　(ｲ)　適切な維持管理の実施

　　維持管理業務については公益財団法人福島県下水道公社及び民間事業者に業務委託し、施設の運転管理及び修繕、水質及

　び汚泥成分等の分析並びに幹線管渠の保守点検等を実施しています。
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２　意　　見

　○　流域下水道は、汚水処理を広域的かつ効率的に行うため、県が処理場を設置してスケールメリットを活かした適切な処理を行

　 　3月に「福島県流域下水道事業経営戦略」を策定して計画的な経営に取り組んでいるところですが、公営企業会計適用の意義や

　　経営戦略策定の目的をしっかりと認識した上で、次の事項に適切に対応し、適正かつ効率的な事業経営に積極的に取り組んでく

　　ださい。

（１）健全な経営の推進について

　　　安定的・持続的な事業経営が求められる中、経営戦略に基づき、費用縮減等による経営基盤強化や中長期的な施設の更新等、健

　　全な事業経営に取り組んでいますが、経常収支比率、流動比率、企業債残高対事業規模比率などの経営指標について具体的な目標

　　値を設定するとともに、「福島県汚水処理事業広域化・共同化計画」に基づく広域化・共同化や接続率向上による収益確保に努め

　　るなど、より一層経営の効率化に努めてください。

　　　また、経営戦略の着実な推進のため、発生主義に基づく収益・費用の計上、消費税の税抜会計処理方法の採用による財務諸表の

　　作成など、期中からの正確な損益の把握により職員の経営スキルを高めるとともに、社会情勢の変化や毎年度の決算に係る財務書

　　類データの分析結果を反映した令和7年度までの中間見直しの策定に努めてください。

さらに、施設等の維持管理については関連市町村の負担金を財源としていますが、人口減少等に伴う収益の減少により収支均衡

　　を保つことが困難になると見込まれることから、各年度において、将来の維持管理費に備えた積立金等の計上、資源の活用による

　　新たな収益の確保や経営努力による一層のコスト縮減など、将来の事業経営のあり方を検討してください。

　　うことにより、河川等の公共用水域の水質保全に大きく貢献しています。また、下水処理に伴い発生する汚泥については、肥料

　　化やセメント原料等とするなど、資源の有効利用推進という多面的な役割も担っています。

　○　福島県流域下水道事業は、令和2年4月1日に公営企業会計を適用して県行政や財務事務の透明性の向上を図り、また、令和3年
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《福島県汚水処理事業広域化・共同化計画概要》

　　　　　　　　　　　汚水処理事業の現状と課題及び具体的な取組

（２）リスク管理について

　　　県北浄化センターは、令和元年東日本台風により甚大な浸水被害を受け、処理場機能を回復させるために２年以上を要したこと

　　から、各処理区の施設・設備については今後の大規模な自然災害に備えた耐震・耐水化対策等による強靱化を計画的に進めてくだ

　　さい。

　　　また、昨年5月に東海農政局管轄の明治用水で発生した漏水事故は、給水停止により地域産業に重大な影響を及ぼし、平常時にお

　　けるリスク管理の重要性を再認識させられました。本県流域下水道事業の各処理区においても、供用開始後19年から34年を経過し

　　施設・設備の老朽化が確実に進行していることから、日頃より職員の危機管理意識の啓発に努め、適切な点検や修繕による良好な

　　施設管理に取り組んでください。

　　＜参考：資金不足比率＞  　　    （単位：％）　

令和24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

資金不足比率 － －

※　資金不足比率は、公営企業の資金不足額と公営企業の事業規模である料金等収入の比率で、経営状態の悪化の度合いを

　示すものであり、経営健全化の基準は20％とされています。　

　 「－」は、資金不足額がないことを示しています。

＜現状と課題＞ ＜参画団体＞

広域化・・共同化メニュー 取組内容 対応する課題 定量的 定性的

 �農業集落排水から公共下水道、農業集落排水

間、公共下水道から流域下水道への接続等

 �し尿処理施設の受入れ（公共下水道との共同

処理）

モノ・カネ

 改築更新費用の削減

 管理費の削減

 施設稼働率の向上

 処理水質の改善

 施設管理に関わる負担の減少

 環境保全や地球温暖化対策の強化

 長期的に持続可能な経営基盤の確立
別途記載

 �汚泥処分の共同化（汚泥処分施設の共同設

置・共同利用）
 汚泥脱水の共同化（既存脱水機の共同利用、

移動脱水車の共同設置・共同利用）
 汚泥処理の共同化（汚泥運搬業務の共同発

注）
 下水汚泥等利活用事業（し尿受け入れ施設・汚

泥処理施設）
 汚泥処分費用負担軽減を目的とした集約化等

の共同化

モノ・カネ

 汚泥の有効利用率の増加

 施設稼働率の向上

 処理費用の削減

 施設管理に関わる負担の減少

 環境保全や地球温暖化対策の強化

 長期的に持続可能な経営基盤の確立

福島県・西会津町・猪苗代
町・いわき市・南相馬市・喜
多方市・二本松市・大玉村・
富岡町・双葉町・白河市

 �汚泥運搬・処分業務委託の共同発注

 �処理場・ポンプ場施設等の維持管理・運転管

理業務委託の共同発注等

ヒト・カネ

 業務に関わる必要職員数の

削減
 維持管理費の削減

 処理水質の安定化

 技術水準の確保・向上

 緊急時・災害時対応能力の向上

 長期的に持続可能な経営基盤の確立

福島県・西会津町・猪苗代
町・楢葉町・南相馬市・二本
松市・会津坂下町・金山町・
昭和村・富岡町・双葉町・浪
江町・白河市

 �管路台帳システム整備・保守の共同化（共同

発注）
ヒト・カネ  整備・維持管理費の削減

 技術水準の確保・向上

 緊急時・災害時対応能力の向上

 長期的に持続可能な経営基盤の確立
全県

 �人材育成の共同化（勉強会の共同開催等）

 �各種計画業務の共同化（ストックマネジメント

計画策定の共同化等）

 �災害時対応の共同化（災害時応援等）

 �下水道PR・広報活動の共同化

ヒト・カネ

 委託費用の削減

 接続率の向上

 下水道BCP策定/訓練実施率

の向上

 技術水準の確保・向上

 緊急時・災害時対応能力の向上

 長期的に持続可能な経営基盤の確立
全県

＜期待される効果＞＜広域化・共同化メニュー＞

処理施設統廃合

汚泥処理の共同化

維持管理の共同化

システム整備等の

維持管理の共同化

ソフト面の共同化

執行体制～ヒト～

【現状】

・職員数の減少

・技術継承・緊急時対応等の面で下水道サービス

レベルの維持が今後困難となることが懸念

【課題】

・持続可能な下水道事業経営のための体制確保

経営管理～カネ～

【現状】

・高水準の汚水処理原価

・経費回収率100％未満の市町村が多数

【課題】

・維持管理費の削減等による汚水処理原価の低減

施設管理～モノ～

【現状】

・集落排水等を中心として施設稼働率が低い

・老朽化施設の増大

【課題】

・効率的な施設の利用と計画的維持管理の推進
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《 財　　務　　指　　標 》　　　　

①　経常収支比率（比率が高いほど良好）

  　

②　営業収支比率（比率が高いほど良好）
　

※　各グラフの全国の数値は、地方公営企業年鑑（総務省）のものです。各年度までに公営企業
  会計に移行した都道府県のデータにより算出されています。
　（H30：5都府県、R元：14都府県、R2､R3：42都道府県）

　本来の事業活動による収益性を示す営業収支比率
は45.3％で前年度比2.8ポイント低下しています。
　営業費用約72.7億に市町村維持管理費負担金の算
定基礎に入らない減価償却費が約39.4億円含まれて
おり、減価償却費に応じた収益となる長期前受金戻
入は営業外収益に計上されているため、低い割合と
なっています。
　他県等も同じ状況であるため、ほぼ同じ割合と
なっています。

　収益で費用をどの程度賄うことができるかを示す
経常収支比率は103.8％で、前年度比17.3ポイント
低下しています。
　これは、昨年度、特別損失に係る長期前受金の収
益化が含まれていたためです。
　また、人件費及び企業債支払利息に係る必要額を
一般会計繰入金で受け入れているため、100％を超
えています。特別な要因がなければ、他県等と同様
にほぼ100％となります。

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

経常収益 県 80.09 90.38 78.17

経常費用 県 76.17 74.62 75.27

経常収支比率 県 105.1 121.1 103.8

経常収支比率 全国 98.6 100.5 101.7 100.2
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

営業収益 県 39.89 34.79 32.92

営業費用 県 72.66 72.32 72.66

営業収支比率 県 54.9 48.1 45.3

営業収支比率 全国 41.8 42.3 44.4 44.5
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③　流動比率（比率が高いほど良好）

　　

④　自己資本構成比率（比率が高いほど良好）

　

　事業の健全性を示す自己資本構成比率は83.3％で前年度比
0.1ポイント上昇しています。
  これは、剰余金が増加したためです。建設改良費の財源で
ある国庫補助金及び市町村負担金等が長期前受金として繰延
収益に計上され、企業債への依存度合いが低いため、安定し
た資本構成となっています。他県等とほぼ同じ割合となって
います。

　資金繰りの余裕を示す流動比率は101.8％で、前年度比6.8
ポイント低下しています。
  これは、消費税修正申告に伴う追加納付により期末の預金
残高が減少したこと及び堀河処理区の県北浄化センター接続
に伴う工事等の未払金が増加したためです。
　市町村負担金、企業債及び一般会計繰入金等の収入により、
短期債務に対する必要な支払資金を確保しているため、100
%を超えています。他県等はほぼ100％となっています。

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
県 120.6 108.6 101.8

全国 95.8 97.1 100.4 104.3
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流動比率（％）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
県 82.5 83.2 83.3

全国 83.2 82.0 82.3 82.5
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83

83.5
自己資本構成比率（％）

流動資産

流動比率 ＝ ×

（％） 流動負債

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

自己資本構成比率 ＝ ×

（％） 負債・資本合計

未公表

未公表

− −

− −
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⑤　企業債残高対事業規模比率（比率が低いほど良好）

　　

⑥　有形固定資産減価償却率(比率が高いほど施設が老朽化している)

　

　資産の老朽化度合いを示す有形固定資産減価償却率は12.4％で、前
年度比3.7ポイント上昇しています。
　これは、固定資産の大規模な更新等がなければ、毎年上昇していく
ためです。公営企業会計に移行した令和2年4月1日現在の資産の評価額
を帳簿原価として令和2年度から減価償却を開始したため、低い割合と
なっています。
　他県等が34.0％となっているのは、令和2年以前より公営企業会計方
式としている東京都や埼玉県の数値を含んでいるためです。

　企業債残高の規模を示す企業債残高対事業規模比率は443.3％で、
前年度比2.1ポイント上昇しています。
　これは、営業収益が減少したためです。企業債の元金償還に当た
っては、必要額を一般会計出資金及び市町村負担金で賄っています。
　他県等より事業資産規模が小さく企業債残高が少ないため、他県
等より低い割合となっています。

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

県 5.0 8.7 12.4

全国 48.8 39.0 31.5 34.0
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有形固定資産減価償却率（％）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

県 396.5 441.2 443.3

全国 533.6 548.1 504.9 472.6
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企業債残高対事業規模比率（％）

企業債現在高合計 － 一般会計負担額

企業債残高対 ＝ ×

事業規模比率 営業収益－受託工事収益－雨水処理負担金

（％）

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産減価償却率 ＝ ×

（％） 有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価

未公表

未公表

−−

−−



《 業　  務　  指　  標 》

①　汚水処理単価（単価が低いほど良好）

②　汚水処理原価（単価が低いほど良好）

　

　処理水量1㎥当たりの汚水処理単価は59円84銭で､前
年度と比較して2円2銭減少しています。
　これは、県北浄化センターの施設復旧に伴い運転管
理費等の維持管理費分の負担金収入が減少したことに
よるもので、他県等より高いのは、事業規模が小さく
年間処理水量が他県等よりかなり少ないためです。
　収益は全額市町村負担金であるため、単価上昇をな
るべく抑制する必要があります。

　処理水量1㎥当たりの汚水処理原価は60円97銭で､前
年度と比較して1円1銭増加しています。
  これは、年間処理水量が減少したことによるもので､
他県等より高いのは、事業規模が小さく年間処理水量
が他県等よりかなり少ないためです。
　汚水処理費は主に管渠や処理場に係る維持管理費で
あるため、維持管理手法の見直し等により、経費節減
を図っていく必要があります。

※　各グラフの全国の数値は、地方公営企業年鑑（総務省）のものです。各年度
　までに公営企業会計に移行した都道府県のデータにより算出されています。
　（H30：5都府県、R元：14都府県、R2､R3：42都道府県）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

県 58.00 61.86 59.84

全国 35.90 40.38 43.14 43.88
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70.00

汚汚水水処処理理単単価価（（円円））

維持管理負担金収益

汚水処理単価（円）＝

年間処理水量

汚水処理費（公費負担分を除く）

汚水処理原価（円）＝

年間処理水量

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

県 54.15 59.96 60.97

全国 39.97 40.00 43.53 43.11
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30.00
40.00
50.00
60.00
70.00

汚汚水水処処理理原原価価（（円円））

未公表

未公表

－ －

－－
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③　施設利用率（比率が高いほど良好）

　

　施設利用率は 61.8％で、前年度比3.4ポイント低下
しています。
  これは、年間処理水量が減少したことによるもので､
公共下水道の未接続区域があることから、他県等より
低い割合となっています。
　処理能力に余力があることから、流域関連市町村の
公共下水道整備促進等により、計画的かつ着実に処理
水量を増やしていく必要があります。

１日平均処理水量

施設利用率（％）＝ ×100
現在処理能力

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

県 63.3 65.2 61.8
全国 62.2 66.6 68.0 68.0

58.0
59.0
60.0
61.0
62.0
63.0
64.0
65.0
66.0
67.0
68.0
69.0

施施設設利利用用率率（（％％））

未公表

－ －
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＜　決　  算　  資　  料　  等　＞
１　損益計算書   

％ ％

営　　業　　費　　用 営　　業　　収　　益

   管　　渠    費    市 町 村 負 担 金

 　ポ　ン　プ　場　費

　 処　理　場　費

   総    係    費

 　減　価　償　却　費

　 資　産　減　耗　費

営　業　外　費　用 営　業　外　収　益

   支払利息及び企業債
   取扱諸費

 　国 庫 補 助 金

　 消費税及び地方消費税  　一般会計繰入金

   雑　　支　　出  　長期前受金戻入

   雑　　収　　益

特　  別 　 損  　失   特　　別　　利　　益

 　固定資産売却損    固定資産売却益

 　過年度損益修正損  　過年度損益修正益

 　その他特別損失  　その他特別利益

　事　  業　  総　  費　  用 　事　　業　　総　　収　　益

営　 業　 損 　益 △ 3,973,864,253 △ 3,752,316,352

経　 常　 損　 益

当 年 度 純 損 益 △ 88,856,581

（単位：円）

区　　　　　　分
当　年　度 当　年　度

構成比 構成比区　　　　　　分

　決　 算　 額　決　 算　 額

前　年　度 前　年　度
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　当年度の営業収益3,292,151,348円に対し営業費用は7,266,015,601円で、営業損失は3,973,864,253円となり、これに営業外収益4,524,486,503

円と営業外費用260,860,806円の差を加えた経常利益は289,761,444円となっています。

　また、特別利益1,394,053,412円と特別損失1,772,671,437円の差を加えた当年度純損失は88,856,581円となっています。

（１）収　益　　　　　　　　　　　　　　　

   営業収益は3,292,151,348円で、全額が維持管理等に係る市町村負担金ですが、汚水の年間流入量が少なかったことにより、前年度と比較して

 187,307,841円（5.4％）減少しています。

 　営業外収益は4,524,486,503円で、令和元年東日本台風被害による県北浄化センターの固定資産除却に伴う長期前受金戻入の減により、前年度

 と比較して1,033,359,468円（18.6％）減少しています。

   特別利益は1,394,053,412円で、過年度の長期前受金戻入の増などにより、前年度と比較して93,501,370円（7.2％）増加しています。

（２）費　用　　　　　　　　　　　　　　　

　 営業費用は7,266,015,601円で、主に減価償却費の増により、前年度と比較して34,240,060円（0.5％）増加しています。

　 営業外費用は260,860,806円で、主に消費税確定申告の修正に伴う追加納付等により、前年度と比較して30,563,253円（13.3％）増加しています。

   特別損失は1,772,671,437円で、主に県北浄化センターの固定資産除却費の減等により、前年度と比較して970,107,533円（35.4％）減少してい

 ます。
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２　剰余金計算書
（単位：円）

区　　　　　　　　分 発　生　額 処　分　額

　利益剰余金の部 　前年度末残高

　　補助金取得資産の処分等に
　　係る資本剰余金減額

　  当年度純利益 △ 88,856,581 　当年度末残高

　資本剰余金の部 　前年度末残高

  　その他資本剰余金 　当年度末残高

 　利益剰余金については、前年度末現在高は 146,186,657円でしたが、補助金取得資産の処分等に係る資本剰余金減額分 180,812,946円及び

 当年度純損失 88,856,581円が発生したため、利益剰余金の当年度末残高は 238,143,022円となっています。

 　資本剰余金の当年度期首現在高は5,963,744,022円でしたが、補助金取得資産の処分等に係る資本剰余金減額 180,812,946円が発生したため、

 当年度期末残高は 5,782,931,076円となっています。

３　剰余金処分計算書
（単位：円）

区　　　　　　　　分 金　　　額

　当年度未処分利益剰余金

　利益剰余金処分額

  　資本金への組入

　翌年度繰越剰余金

　当年度末処分利益剰余金238,143,022円については、資本金への組入等の処分を行わなかったため、全額が翌年度繰越剰余金となっています。

　

年　度　末　残　高

（１）利益剰余金

（２）資本剰余金
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４　貸借対照表

％ ％

 固定資産  固定負債

　 有形固定資産 　 企業債

 　無形固定資産  流動負債

 　投資その他の資産 　 企業債

 流動資産 　 未払金

 　現金・預金 　 未払費用

　 未収金 　 前受金

　 前払金 　 その他流動負債

 繰延収益

負 債  合 計

 資本金

　 自己資本金

 剰余金

　 資本剰余金

   利益剰余金

　　　前年度末残高
　　　 その他未処分利
　　　 益剰余金変動額

　　　当年度純利益 △ 88,856,581

資 本  合 計

資 産  合 計 負 債 ・ 資 本 合 計

　注　構成比は、資産項目にあっては資産合計額に対する割合、負債・資本項目にあっては負債・資本合計額に対する割合です。

（単位：円）

期　末　残　高

区　　　　分
当　年　度 当　年　度

構成比 構成比区　　　　分

期　末　残　高

前　年　度 前　年　度
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　当年度末における資産、負債・資本の合計は94,656,234,588円で、前年度と比較して3,739,092,911円（3.8％）減少しており、これ

に対応する負債及び資本は、負債では3,650,236,330円（4.2％）減少、資本では88,856,581円（0.7％）減少しています。

（１）資　  産

   固定資産は92,345,150,055円で、主に構築物（管渠等）の減価償却が進んだことにより、前年度と比較して3,630,603,617円（3.8%）

 減少しています。

   流動資産は2,311,084,533円で、主に建設改良工事に係る企業債借入額が減ったことに伴って預金が減少したことにより、前年度と

 比較して108,489,294円（4.5%）減少しています。

（２）負　  債

   固定負債は13,494,406,822円で、企業債元金の償還が進んだことにより、前年度と比較して762,583,615円（5.3％）減少しています。

   流動負債は2,269,487,677円で、主に県北浄化センターの建設改良工事等に係る未払金が増加したことにより、前年度と比較して

 41,450,986円（1.9％）増加しています。

   繰延収益は66,475,908,760円で、主に固定資産の減価償却が進んだことに伴って長期前受金収益化累計額の残高が増加したことによ

 り、前年度と比較して2,929,103,701円（4.2％）減少しています。

（３）資　  本

   資本金は6,395,357,231円で、前年度同額となっています。

   剰余金は6,021,074,098円で、当年度純損失が発生したことにより、前年度と比較して88,856,581円（1.5％）減少しています。

（４）資金収支の状況

   期首残高は1,627,100,851円で、当年度の受入資金総額7,055,370,933円に対し支払資金総額は7,381,475,127円となり当年度末資

 金残高は1,300,996,657円となっています。全額について預金で保管されています。
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福　島　県　工　業　用　水　道　事　業
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ｴｱｳｫｰﾀｰ ｴﾈﾙｷﾞｱ・ﾊﾟﾜｰ
小名浜 バイオマス）

相馬エネルギーパーク
石炭・木質ペレット）

相馬エネルギーサポート
貯炭場）

石油資源公団（-$3( ;
/ 1*基地）

-( 5$（旧東電ﾌｭｴﾙ ﾊﾟﾜｰ）
貯炭場）

福島県 小名浜東港ﾊﾞﾙｸﾀｰﾐﾅﾙ）
貯炭場）

〜 号機 重油、原油 号機 石炭

県企業局が整備し、+ に南相馬市に
譲渡した旧原町工水から給水

廃止

廃止

サミット小名浜エスパワー
バイオマス） 600t/日

600t/日

600t/日

600t/日

5,000t/日

6,750t/日

7,500t/日

14,000t/日

600t/日

1,200t/日

6,800t/日

7,300t/日

①直接給水による関与

②-( 5$が使用する貯炭場
等へ給水（間接関与）

①＋②への給水

小名浜石油 貯油）

企業局の給水量 県内発電所所在地一覧図（出力 N : 以上）

電気業関係に給水 貯炭場等に給水

県内の事業用発電との関係

,*&&

,*&&

資料出所︓県エネルギー課 +3
福島県における電源立地の概要 令和４年 月）

１ 県経済を産業インフラとして支える工業用水道事業 －製造業と電力への給水関係から－

３ 小名浜工業用水道 6 〜
給水先 事業所 磐城工水も使用
代表的な製造企業

※海水を原水のまま供給している唯一の公営企業

１ 磐城工業用水道 6 〜
給水先 事業所
代表的な製造企業

２ 勿来工業用水道 6 〜
給水先 事業所
代表的な製造企業

南台

５ 相馬工業用水道 + 〜
給水先 事業所
代表的な製造企業

４ 好間工業用水道 6 〜5
給水先 ９事業所
代表的な製造企業

福島ガス発電（/1*

勿来工水︓いわき大王製紙、
日本製紙の自家発電設備あり

真野ダム

高柴ダム

四時ダム

小玉ダム

２

３

４

５

１

エイブル・エナジー
バイオマス）

相馬地域水道用水供給事業を相馬地方広域水道企業団に譲渡（+

（いわき市に譲渡）
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磐城工業用水道 勿来工業用水道 小名浜工業用水道 好間工業用水道 相馬工業用水道
給水開始 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日 昭和 年 月 日 平成 年 月 日

水源 取水堰） 高柴ダム 鮫川 表流水 小名浜港 海水 小玉ダム 真野ダム
供給事
業所数

６６（△ ）
（ ）は前年度比 ４６ ５ ４ （△ ）

5 いわき市に譲渡 １１

給水
能力$

㎥ 日
（5 現在） ㎥ 日 ㎥ 日 ㎥ 日 ー ㎥ 日

契約
水量%

㎥ 日
（5 現在）

前年度比
㎥ 日 減

ー

契約
率%$ ％ ー

料金
改定
㎥当た
り

－
円+ 〜5

⇩
円 5 〜5

本勿来
円+ 〜5

⇨ 改定なし5 〜5
南台

円+ 〜5
⇨ 円5 〜5

円+ 〜5
⇩

円 5 〜5
ー 円+ 〜5

⇩
円5 〜5

リスク管理の状況 代替水源 四時ダム
沼部堰︓建設 年 年経過）
※県と合同で点検済み（5

5 に新沼部堰工事を発注
ー

２ 工業用水道別の事業概要 －セグメント情報による比較－

前年度比 ㎥ 日増

勿来
㎥ 日

％

小名浜
㎥ 日

％ 相馬
㎥ 日

％

磐城
㎥ 日

％
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３ 企業局事業見直し実行計画の進捗・成果 －好間工業用水道のいわき市への譲渡－

企業局事業見直し実行計画（平成 年度〜令和 年度）の目標に掲げられた、好間工業用水道のいわき市への譲渡に向けた
手続きを着実に進め、令和４年 月１日に無償譲渡しました。

県といわき市との主な調整事項等（一部予定）
企業局が持つ企業債を全額繰上償還（約 億円）し、
協議手続きが円滑に進行するよう前整理
県・市協議会 基本合意書の内容、時期等を調整
『経営戦略』を公表、好間工水抜きの経営も試算
基本合意書の締結「令和 年 月末に無償譲渡」

〜 市水道局と水利権、東北経済産業局等への手続きを
調整・協議

県議会 設置条例改正、重要な財産処分を議決
令和 年度予算で無償譲渡に伴う特別損失約 億円
（現金支出を伴わない令和４年度限りの措置）を議決

〜 市の要望による耐震診断、修繕工事に着手、
引き渡し資産の整理 Ｒ４．６月いわき市議会の議決
赤井取水場の浸水対策工事終了

いわき市へ無償譲渡

いわき市への譲渡は、建設時点（ ）からの約束でした。
譲渡に向けた市との協議は、 年度までは企画調整部が、 年度まで
は商工労働部が担当していました。

福島いわきバイオマス発電所
敷地面積 約

発電出力 万

排出削減量 約 万ｔ

竣工

燃料 木質ペレット

令和４年度決算（好間工水）の状況   〔単位：千円〕
○損益計算書 ○貸借対照表
 ・営業収益  ・流動資産
 ・営業外収益   （預金）
 ・特別利益     【資産計】
【事業収益①】

 ・流動負債

 ・営業費用   （未払金、未払費用、
       引当金）

 ・営業外費用     【負債計】
 ・特別損失     【資本計】
【事業費用②】     【負債・資本計】

【当年度純利益
   (①−②)】

△ 1,856,937

【資本計】
令和4年度の当期純損
失18.6億円について
は、資本金を減額し
振り替えた利益剰余
金との相殺により、
資本計0円となってお
ります。



−   27  −

４ 工業用水道の安定供給に向けて －各災害を乗り越えた知見を活かした対応－

令和元年東日本台風、福島県沖地震（令和３年、４年）と災害被害が相次ぎましたが、これまでの知見を活かした対応と導水管を複線化する先行
投資、老朽化対策（強靱化）工事の計画的な執行により、給水停止を最小限に止め、早期復旧を果たすことができました。

令和元年東日本台風による被災状況 改修工事等の概要 改修後 先行投資等による効果

好
間
工
水

河川氾濫による冠
水に伴いポンプ
台が稼働停止

日間給水停止

 防水扉・止水壁設置
 マンホールの水密化等
 取水ポンプ搬出用架台

設置、電動吐出弁改修
等

 止水壁（逆7型擁壁）、
排砂池改修、ポンプ室
耐水化

施設の改修工事が、同施設のいわき
市への譲渡手続きに影響しないよう、
施工方法、工期等を検討しました。

譲渡予定前（5 末）に工事が完了
しました。

相
馬
工
水

河川増水による道
路崩落に伴う導水
管の破損

日間給水停止

道路横を流れる河川の水位の上昇
に伴う道路の崩落に巻き込まれ、
道路下に埋設されていた工業用水
道管（導水管）が被災しました。

 導水管路布設
（5 〜5 継続費︓

5 完了
 初野浄水場予備電源設

備設置
（5 繰越5 完了）

 予備資材の保有（5
［参考］
相馬地方市町村会等、相馬共同
火力発電 株 から導水管の二重化、
初野浄水場への非常用電源確保
等が要望されています。
（5

【令和３年の地震（震度 強）】
複線管路を活用し、ユーザー 社の
うち 社は給水停止を回避、 社は給
水停止となりましたが、 日後に復
旧しました（操業停止なし）。

【令和４年の地震（震度 強）】
全 箇所で漏水発生、受水企業１社
への給水が停止。修繕により 日後
には給水を再開しました。約 週間
後には修繕完了により漏水は解消し
ました。

不断水分岐完了

完成（仮復旧） 川側が崩落したため
山側に布設

左写真は、5 時のもの
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(計393.98) (計393.98)

純損失 18.04

純損失 18.04

５　工業用水道事業の経営概況

《貸借対照表の骨子》

（単位：億円）

流動資産
50.44

流動負債 16.30

有
利
子
負
債

137.56

固定負債
134.67

≪経営概況≫

　①「装置産業※」的な事業構造となっています。
　　　（資産が約394億円となっているのに対し、収益が31億円程度。）

　②　好間工業用水道の固定資産等のいわき市への無償譲渡に伴う特別損失の発生により、
　　△18.04億円の純損失を計上したところですが、資本金19.54億円を減額し、未処分利益剰
　　余金に振り替えたため、利益剰余金を約9億円計上しており、概ね健全な経営状況です。
　
　③　流動比率が309.4％と高く、十分な支払能力を保有しています。

　④　固定資産344億円は、主に配水管、量水器、ダム等貯水設備の「構築物」で248億円
　　(72.1％)となっています。

　⑤　固定負債135億円のうち131億円(97.1％)は「企業債」（施設・設備の整備や改築・更新等
　　のための借入金）です。

　⑥　資本金181億円のうち134億円(74.0%)は、各工業用水の施設建設､改良の目的に充てられた
　　繰入資本金です。

　⑦　令和4年度は収益が31.62億円、費用が49.66億円で、18.04億円の純損失を計上しました。
　　これは、好間工業用水道の固定資産等を10月にいわき市へ無償譲渡したことに伴い特別損失
　　が発生したことによるものです。
　　　営業収益は23.43億円で好間工業用水道の給水収益の減等により前年度比△0.8%となって
　　おり、営業費用は25.40億で好間工業用水道の譲渡に伴う減価償却費の減等により前年比
　　△2.4%でした。

※「装置産業」：生産やサービス提供のために大がかりな設備等を要すると考えられる産業。構築物

機械等

固定資産
343.54

○　企業局経営戦略における計画値及び実績は次のとおりです。

繰延収益
52.78

    ※全国の数値は、令和3年度地方公営企業年鑑からの数値です。

土 地

資本金
180.94 《損益計算書の骨子》

純損失 18.04

費用 49.66
収益 31.62

剰余金 9.29

貸貸借借対対照照表表とと損損益益計計

算算書書をを同同じじ縮縮尺尺でで図図

ににししたたももののでですす。。

項　　　目 計 画  値（Ｒ４） 実  績（Ｒ４） 全  国※
営業収支比率（％）
経常収支比率（％）
総収支比率（％）
契約率
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１　審査の対象

　　令和4年度福島県工業用水道事業決算

２　審査の期間

　　令和5年7月25日から同年8月25日まで

３　審査の手続

（１）審査の着眼点

　　ア　経済性・効率性・有効性：事業の経営は、常に経済性を発揮するとともに、立地企業への安定的で良質な工業用水の供給によ

　　　り、産業の基盤を支えるよう運営されたか

　　イ　正確性：決算書類は、工業用水道事業の財政状態及び経営成績を適正に表示しているか

　　ウ　合規性：財務に関する事務は、地方公営企業法及び関係法令に基づく会計制度に則り、適正に執行されたか

　　エ　また、令和４年度の決算審査に当たり、次の視点を重視して審査を行いました。

　　　①　令和4年度決算係数の「正確性」、地方公営企業法等に準拠する「合規性」の審査はもとより、本事業が設置当初から果たし
　　　　てきた役割を踏まえた審査とすること

　　　②　令和4年4月からスタートした新しい総合計画の基本的な考え方である政策等の実施による『成果の創出』と『成果の見える　
　　　　化』を踏まえ、本事業の内容について、写真やグラフ等の活用により、「審査自体を見える化」すること

　　　③　本事業の経営成績について、前年比だけでなく、全国比較を行い、本県の位置づけを明確化すること

（２）審査の手続

      決算諸表、証書類等の内容と関係帳票、証拠書類等を照合し、関係職員から説明を聴取し、併せて定期監査、例月出納検査等の

　　結果を踏まえて慎重に審査を行いました。

Ⅱ 　　令和４年度福島県工業用水道事業決算審査意見

第　１　　審　査　の　概　要



−   30  −

第　２　　審 査 の 結 果 及 び 意 見

１　審査の結果

（１）審査結果

　審査に付された決算書類及び同附属書類は、地方公営企業法及び関係法令に基づく会計制度に則り作成され、事業の財政状態及

び経営成績を適正に表示していると認められました。

　また、当年度の予算の執行及び財務に関する事務については、固定資産台帳等の管理運用に著しく適正を欠いているものなど、

一部に是正及び改善を要するものが見受けられたものの、おおむね適正に執行されたものと認められました。

（２）事業概要

　　　企業が工場の立地場所を選定する際、良質かつ十分な量の工業用水があるかどうかが極めて重要な選定基準となっています。

　　　相馬工業用水道は、令和4年3月の福島県沖地震では、導水管、配水管から複数箇所漏水が確認されましたが、早期に復旧工事を

　　完了し、ユーザー企業への影響はほぼありませんでした。また、令和元年東日本台風により導水管が破損したことを踏まえて導水

　　管複線化工事に取り組み、令和4年度末までに完了しました。

    　好間工業用水道は、令和2年2月に大口のユーザーと給水契約を締結し、累計の契約水量も大幅に増加したことで経営改善が見込

　  まれることを踏まえ、早期譲渡に向けて市と協議を続けた結果、令和3年12月24日に基本合意書が締結され、令和4年10月１日をも

　　っていわき市に譲渡されました。

（３）経営概況

　　　事業総収益31億6,198万9,264円に対し事業総費用は49億6,641万6,343円で、当年度の純損失は18億442万7,079円となっており、

　　前年度の純利益721万2,614円と比較すると、令和4年10月に好間工業用水道をいわき市へ無償譲渡したことに伴う特別損失の発生

　　などにより、18億1,163万9,693円の減となっています。

ア　経営基盤の安定

　　　企業局は、長年にわたり、良質な工業用水を安定した水量で数多くの企業に供給し、本県の産業基盤を支えてきました。



−   31  −

 (ｱ)　健全経営の維持

　　  好間工業用水道をいわき市へ無償譲渡したことなどにより、18億442万7,079円の純損失となりましたが、施設の計画的な

 　 改築・更新と給水収益の確保に努め、好間工業用水道を除いては約5,250万円の純利益になりました。

　 　 工業用水に係る新たな需要開拓に努めており、令和4年度は増量2件の給水契約を締結しています。

  　　各工業用水道事業における経営環境の変化を踏まえた新たな運営方式など、より効率的な事業運営の在り方について検討

 　 しています。

　  　また、工業用水道料金については、算定期間（令和3年度～7年度）の途中ですが、電気料金の高騰が事業経営に影響を及

　  ぼしていることから、工業用水の安定供給を図るため、動力費増加分を臨時的に上乗せする条例改正の検討を行っています。

 (ｲ)　原子力損害賠償金の確保

　  　放射性物質のモニタリング費用及び浄水発生土に係る処分費用について、原発事故に伴う損害賠償として適時適切に請求

　  し、同額を受領しています。

イ　施設の適切な改築・更新と維持管理

 (ｱ)　計画的な改築・更新の実施

　　  工業用水の安定供給のため、中長期計画に基づく施設の計画的な改築・更新に努め、磐城工業用水道における施設の耐震

    化（接合井6箇所）は令和2年度において完了し、管路の複線化(横山接合井～泉浄水場　施工延長877ｍ)の令和4年度におけ

    る進捗率は96.9%となっています。

 (ｲ)　適切な維持管理の実施　

　　  工業用水の安定供給のため、給水業務委託や包括業務委託などにより施設の適切な維持管理を実施するとともに、漏水事

　  故等に適時適切に対応しました。

　　  また、毎年度、工業用水道管理手帳を作成し、緊急時に備えるため最新の緊急連絡体制を確保しています。

ウ　相馬工業用水道の新たな需要開拓の推進

    低廉でかつ安定的に工業用水を供給するため、関係市町への訪問、情報収集を行い、新たな需要開拓の推進に努めました。
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２　意　　見

　○　令和3年11月に「福島県企業局経営戦略」を策定して、計画的な経営に取り組んでいるところですが、経営戦略策定の目的をしっか

　　りと認識した上で、次の事項について適切に対応し、適正かつ効率的な事業経営に積極的に取り組んでください。

（１）経営健全化の推進について

　　　単年度の損益は、好間工業用水道の固定資産等をいわき市へ無償譲渡したことなどにより、純損失約18億443万円を計上しました。

　　　好間工業用水道事業を除いては、新規契約等による収益の増加及び固定資産除却費の減少等により、約5,250万円の純利益となりま

　　した。

　　　しかし、企業債残高が大きいことに加え、中長期計画（令和2年12月策定。期間：令和3年～32年度）及び経営戦略（令和3年11月策

　　定。期間：令和3年～12年度）に基づいた老朽施設の改築など、今後も多額の資金需要が見込まれることから、更なる経営の合理化・

　　効率化の推進により、安定供給のための計画的な工事執行や経営の健全化に努めてください。

　　　なお、消費税については、税抜会計処理方式の採用により毎月の損益の適正な把握と透明性の確保に努めてください。

（２）安定的な工業用水の供給について

　　　令和4年5月に発生した愛知県の明治用水頭首工の大規模漏水は、企業への工業用水等が長期にわたって給水停止になるなど極めて深

　　刻な影響を与えました。

　　　本県でも、令和元年東日本台風の影響により好間工業用水道が16日間、相馬工業用水道が13日間給水停止しましたが、早期復旧を果

　　たし、その後被害を踏まえた浸水対策工事や導水管複線化工事に取り組んでいます。

　　　令和3年度に策定した経営戦略に基づき、引き続き、自然災害・地震等への強靱化、老朽化した施設の計画的な更新など、リスク管

　　理を徹底し、安定的な工業用水の供給に努めてください。

　○　良質な工業用水の安定供給に努め、本県産業の振興に貢献してください。
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（３）相馬工業用水道第２期整備事業について

　　　相馬工業用水道については、給水能力増強に向けた工事が、立地予定企業の計画変更等による給水需要の減により中断を余儀

　　なくされており、立地動向を見極め、適切に整備を行う必要があります。

　　　引き続き、関係部局及び市町村との連携を密にし、福島イノベーション・コースト構想を具体化する観点からも、航空・宇宙

　　エネルギー産業などの企業誘致、工業用水ユーザー開拓を進めるなど、収益確保に向けた対策を適切に講じてください。　  

（４）固定資産台帳等の管理運用について

　　　固定資産台帳及び総勘定元帳については、資産の増減が発生した都度照合し、適正な管理運用に努めてください。

　　

　　＜参考：資金不足比率＞  　　    （単位  ％）　
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

資金不足比率 － － － － － － － － － －

※　資金不足比率は、公営企業の資金不足額と公営企業の事業規模である料金等収入の比率で、経営状態の悪化の度合いを
　示すものであり、経営健全化の基準は２０％とされています。　
　 「－」は、資金不足額がないことを示しています。
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 収支比率は120.0％で、前年度比19.3ポイント上昇して

 います。

　 これは、好間工業用水道のいわき市への譲渡に伴い、

 よるものです。

　 全国平均と比較して本県の比率が低くなっているの

 は、5年間の収支が均衡するように料金設定をしてい

 るためで、100%前後で推移する計画となっています。

　経常収益

経常収支比率＝              ×100

　経常費用

 かを表す営業収支比率は92.2％で、前年度比1.5ポイ

 ント上昇しています。

　 これは、好間工業用水道の譲渡に伴い、給水収益が

 伴う減価償却費等の営業費用が減少したことによるも

 のです。

　 全国平均と比較して本県の比率が低くなっている

 のは、①と同様の理由です。

　営業収益

営業収支比率＝              ×100

　営業費用

《財　務　指　標》　　　　　　　　　（※　各グラフの全国の数値は、地方公営企業年鑑（総務省）のものです。）

① 経常収支比率（比率が高いほど良好）

　 収益で費用をどの程度賄うことができるかを表す経常

 営業外収益の長期前受金戻入が大幅に増加したことに

② 営業収支比率（比率が高いほど良好）

　 本業の給水収益で費用をどの程度賄うことができる

 減少しましたが、それ以上に好間工業用水道の譲渡に
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 比120.8ポイント低下しています。

 他未払金などの流動負債が大幅に増加したことによる

 ものです。

　 全国平均と本県の比率は同程度となっています。 　

　流動資産

流動比率＝              ×100

　流動負債

　 事業の健全性を示す自己資本構成比率は61.7％で、

 前年度比5.0ポイント低下しています。

   これは、令和4年度から本格化した沼部堰改築工事

 に伴う企業債の借り入れにより企業債残高が増加し

 たためです。

　 全国平均と比較して本県の比率が低くなっている

 のは、本県は企業債残高が大きいためです。今後の

 比率の動きに留意する必要があります。

             　　　　　   ×100

　　　負債・資本合計

　 資金繰りの余裕を示す流動比率は309.4％で、前年度

   これは、磐城工業用水道の導水管布設工事等のその

④ 自己資本構成比率（比率が高いほど良好）

自己資本
構成比率＝

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

③ 流動比率（比率が高いほど良好）

（未公表）
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 給水収益比率は587.2％で、前年度比61.9ポイント上昇して

 います。

   これは、企業債残高が増加するとともに、好間工業用水

 施設の改築・更新等に伴い、企業債残高が増加する傾向は

 続いており、全国平均と比較して本県の比率が高い水準で

 推移しています。

　 今後の比率の動きに留意する必要があります。

企業債現在高合計

             　　 ×100

　　給水収益

 産減価償却率は47.9％で、前年度比0.7ポイント上昇して

 います。ここ数年、徐々に上昇していることから、施設・

有形固定資産減価償却累計額

             　　 　　　 ×100

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価

　 全国平均と比較して本県の比率が低くなっているのは、

 中長期計画に基づく更新工事を進めていることが要因と

 考えられます。

有形固定資産
減価償却率＝

 設備の改築・更新を計画的に進める必要があります。

企業債残高対
給水収益比率＝

⑤ 企業債残高対給水収益比率（比率が低いほど良好）

　 投資規模や給水料金水準等の適正性を表す企業債残高対

 道の譲渡により給水収益が減少したことによるものです。

　 ここ数年、給水収益が微増にとどまっているのに対し、

⑥ 有形固定資産減価償却率（比率が高いほど老朽化）

　 施設の老朽化の状況、更新の必要性を表す有形固定資
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  7円24銭で、前年度比5銭安くなっています。

 によるものです。

　 全国平均と比較して低くなっているのは、低廉な工

 業用水（小名浜工業用水道が海水を活用）を供給して

 いるためと考えられます。

　　給水収益

供給単価＝

　年間総給水量

  1円62銭安くなっています。

　 これは、好間工業用水道の譲渡に伴う長期前受金戻入

 す。

経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却
原価＋附帯事業費）－長期前受金戻入

給水原価＝

　　　　年間総給水量

《業　務　指　標》　　　　　　　　　（※　各グラフの全国の数値は、地方公営企業年鑑（総務省）のものです。）

 の増額による一時的なものです。

① 供給単価

　 給水量1㎥当たりの給水収益を表す供給単価は

 　これは、供給単価が高かった好間工業用水道の譲渡

② 給水原価（単価が低いほど良好）

   給水量１㎥当たりの給水原価は5円75銭で、前年度比

   全国平均と比較して低くなっているのは、①と同様で
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 するための指標である施設利用率は74.3％で、前年度

 比0.1ポイント低下しています。

　 これは、施設利用率が高かった好間工業用水道の譲

　 全国平均と比較して高い比率となっているのは、小

 名浜工業用水道における大口契約が要因と考えられま

 ます。

一日平均配水量

施設利用率＝              　×100

 一日配水能力

 る契約率は73.9％で、前年度比0.8ポイント低下して

 います。

　 これは、契約率が高かった好間工業用水道の譲渡に

　　契約水量

契約率＝              　×100

 一日配水能力

 よるもです。

　 全国平均と比較して同程度となっています。

③ 施設利用率（比率が高いほど良好）

　 施設の利用状況や、施設の規模が適正かどうか判断

 渡によるものです。

④ 契約率（比率が高いほど良好）

　 収益性及び未売水の状況を判断するための指標であ
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１　損益計算書 （単位　円）

％ ％

営 業 費 用 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費     給　水　収　益

配 水 及 び 給 水 費

   総    係    費

 　減　価　償　却　費

　 資　産　減　耗　費

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

 　 支払利息及び企業債取扱諸費  　受取利息及び配当金

   雑　　支　　出  　一般会計負担金

　　補助金

 　長期前受金戻入

    雑　　収　　益

特 別 損 失 　特　　別　　利　　益

 　過年度損益修正損 固 定 資 産 売 却 益

 　その他特別損失 　 その他特別利益

事　業　 総　 費　 用 事　業　総　収　 益

営　業　損　益 △ 197,509,089 △ 241,567,752

経　常　損　益

当 年 度 純 損 益 △ 1,804,427,079

構成比区　　　　　　分

　決　算　額

前　年　度

　決　算　額

前　年　度

〈決算資料等〉

区　　　　　　分
当　年　度 当　年　度

構成比
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　当年度の営業収益2,342,821,005円に対し営業費用は2,540,330,094円で、営業損失は197,509,089円となり、これに営業外収益

793,507,118円と営業外費用72,794,760円の差を加えた経常利益は523,203,269円となっています。

　また、特別利益25,661,141円と特別損失2,353,291,489円の差を加えた当年度純損失は1,804,427,079円となっています。

（１）収　益　　　　　　　　　　　　　　　

 　営業収益は2,342,821,005円で、好間工業用水道のいわき市への無償譲渡(令和4年10月1日)に伴う給水収益の減等により、前年度よ

り18,497,837円（0.8％）減少しています。

 　営業外収益は793,507,118円で、好間工業用水道のいわき市への無償譲渡に伴う長期前受金戻入の増等により454,682,073円

 (134.2％)増加しています。

 　特別利益は25,661,141円で、浄水場の放射性物質を含む汚泥運搬処分費用の増に伴う原発事故損害賠償金収入の増等により、前年度

 と比較して16,836,478円（190.8％）増加しています。

（２）費　用　　　　　　　　　　　　　　　

　 営業費用は2,540,330,094円で、好間工業用水道の譲渡に伴う減価償却費の減などにより、前年度と比較して62,556,500円（2.4％）

 減少しています。

　 営業外費用は72,794,760円で、好間工業用水道支払利息の減により前年度と比較して6,434,544円 (8.1%)減少しています。

   特別損失は2,353,291,489円で、好間工業用水道の固定資産等のいわき市への無償譲渡等により、前年度と比較して2,333,651,451円

（11,882.1%）増加しています。
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２　剰余金計算書
（単位　円）

区　　　　　　　　分 発　生　額 処　分　額
　利益剰余金の部 　前年度末残高
　 　減債積立金
　 　資本金
　 　資本剰余金
　 　未処分利益剰余金
　 　当年度純利益 △ 1,804,427,079 　当年度末残高
　資本剰余金の部 　前年度末残高
 　　受贈財産評価額
 　　国庫補助金
 　　その他資本剰余金 　当年度末残高

 　   利益剰余金の前年度末現在高は393,795,934円であり、減債積立金へ7,212,614円を積み立て、116,678,297円を資本金へ組み入れました。

   　 また、好間工業用水道の固定資産等のいわき市への無償譲渡に伴う資本金の減額1,954,528,608円及び資本剰余金（国庫補助金）の処分

  　 6,392,862円による未処分利益剰余金への振り替え、減債積立金の取り崩し24,053,455円による未処分利益剰余金への振り替え並びに当期純損失

   　1,804,427,079円の発生により、未処分利益剰余金は180,547,846円となり、利益剰余金の当年度末残高は433,612,028円となっています。

 　   資本剰余金の前年度末現在高は501,619,191円であり、国庫補助金6,392,862円の処分を行ったため、当年度末残高は495,226,329円となっています。

３　剰余金処分計算書
（単位　円）

区　　　　　　　　分 金　　　額
　当年度未処分利益剰余金
　利益剰余金処分額
 　資本金への組入
　翌年度繰越利益剰余金

　当年度の未処分利益剰余金は、上記２の（１）のとおり180,547,846円となっており、未処分利益剰余金の全額を処分するため翌年度繰越利益剰余金

は0円となります。

年　度　末　残　高

（１）利益剰余金

（２）資本剰余金
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４　貸借対照表

（単位　円）

％ ％
固定資産 固定負債

　 有形固定資産 　 企業債

 　無形固定資産 　 一般会計借入金

 　投資 　 退職給付引当金

流動資産 流動負債

 　現金・預金 　 企業債

　 未収金 　 一般会計借入金

　 貯蔵品 　 賞与引当金

　 前払金 　 法定福利費引当金

 　その他流動資産 　 修繕引当金

　 未払金

　 未払費用

　 前受金

　 その他流動負債

繰延収益

負 債  合 計

資本金

　 資本金

剰余金

　 資本剰余金

   利益剰余金

　　　前年度末残高

　　　資本金からの振替

　　   資本剰余金からの振替

　　　当年度純利益 △ 1,804,427,079

資 本  合 計

資 産  合 計 負 債 ・ 資 本  合 計

　注　構成比は、資産項目にあっては資産合計額に対する割合、負債・資本項目にあっては負債・資本合計額に対する割合です。

区　　　　　　　　分

期　末　残　高

区　　　　　　　　分

期　末　残　高

当　年　度
構 成 比

前　年　度 当　年　度
構 成 比

前　年　度
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　　　 当年度末における資産、負債・資本の合計は39,397,894,532円で、前年度末と比較して624,889,038円（1.6％）減少しています。

（１） 資　  産

       固定資産は34,354,215,146円で、好間工業用水道の固定資産等のいわき市への無償譲渡等により前年度と比較して

      1,096,030,297円（3.1％）減少しています。

       流動資産は5,043,679,386円で、企業債の借り入れに伴う現金・預金の増加及び前払金の減少等により前年度と比較して

     471,141,259円 (10.3％)増加しています。

（２） 負　  債

  　   固定負債は13,467,622,173円で、工事完成に伴う企業債借入額の増加により前年度と比較して1,197,546,249円（9.8％）

　 　増加しています。

    　 流動負債は1,629,929,408円で、年度末の工事完成に伴う未払金の増加等により前年度と比較して567,146,815円（53.4％）

　　 増加しています。

       繰延収益は5,277,641,473円で、いわき市へ譲渡した好間工業用水道の長期前受金の減少等により前年度と比較して

     585,155,023円（10.0％）減少しています。

（３） 資　  本

       資本金は18,093,863,121円で、いわき市へ無償譲渡した好間工業用水道の自己資本金の額を減少させ、繰越利益剰余金へ

     繰り入れたことにより前年度と比較して 1,837,850,311円 (9.2％)減少しています。

　     剰余金は928,838,357円で、いわき市へ好間工業用水道の固定資産等を無償譲渡したことにより多額の特別損失が発生した

     が、資本金からの繰り入れ等により前年度と比較して33,423,232円(3.7％)増加しています。

（４） 資金収支の状況

　     期首残高は3,722,775,975円で、当年度の受入資金総額4,842,967,555円に対し支払資金総額は3,953,508,030円となり、当

     年度末資金残高は4,612,235,500円となりました。普通預金及び譲渡性預金として保管されています。
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6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 + + + + + + + + + + + + + + + 5

１ 産業立地策と工業統計出荷額からみた企業局約 年のあゆみ
－ 工業統計︓企業局関係（誘致企業＋工業用水道利用企業）の製造品出荷額は県全体の約 －

内陸部の開発、加工組立業
地方分散の促進

国内製造業の空洞化
経済のグローバル化

産業の高度化、競争力のある産業育成
東日本大震災からの復興

新産業都市建設促進法
〜 常磐・郡山地域）

テクノポリス法 〜 郡山地域）
工場等制限法 〜 工業再配置促進

〜 ） 工場立地法（ 〜）

産業クラスター政策 〜）
地域未来投資促進法 〜）

地域産業集積活性化法 〜 ）

臨海部における
重化学工業の推進

1960 20202010200019901970 1980

磐城工業用水道第 期建設（6 〜） 磐城工業用水道第２期建設
勿来工業用水道建設 小名浜工業用水道建設

好間工業用水道建設

相馬工業用水道建設（第 期）

6 鮫川ダム総合開発計画決定 6 相馬地域総合開発計画策定
小名浜港湾整備計画

ダム、工業用水道、工業団地、発電の各整備 ダム、工業用水道、工業団地、住宅団地、発電、港湾の各整備
国際物流ターミナル「電力等向けのエネルギー」で企業局と関係が深い

企業局事業は
地域開発と
密接な関係

（注意）一部企業名が譲渡時の名称を用いているものもあります。
工業団地の横の数字は、分譲企業数をあらわしています。
出荷額のピークは+ ですが、調査項目の変更がありました。

単位 億円

小名浜中央工業団地 社

郡山中央工業団地３社

本宮工業団地１社

小名浜臨海工業団地〔内陸部２期〕 社

会津若松工業団地 社

白坂工業団地 ５社
玉川工業団地 ５社

保原工業団地 ３社

須賀川工業団地 １社
田村西部工業団地 社

いわき四倉中核工業団地
第 期区域 ３社

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

東
日
本
大
震
災

米
国
同
時
多
発
テ
ロ

バ
ブ
ル
崩
壊

プ
ラ
ザ
合
意
（
円
高
進
行
）

オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク

,
7
バ
ブ
ル
崩
壊

ア
ジ
ア
通
貨
危
機

令
和
元
年
東
日
本
台
風

福
島
県
沖
地
震
、
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大

新白河ビジネスパーク 社

新白河ライフパーク 区画

新白河%工区 １社

欧
州
連
合
( 8
創
設

ベ
ル
リ
ン
の
壁
崩
壊

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
崩
壊

高度経済成長期

福
島
空
港
開
港

半導体

景気低迷、地価下落、グローバル化による海外移転等から
国内への企業立地に大きな変化組入資本金を最大約 億円 + まで積上

6

企
業
局
発
足

新白河&工区 ４社

中
国
の
*
'
3
が
世
界
第
二
位
に

【参考】 相馬工場の立地

小名浜臨海工業団地
〔内陸部１期、臨海部〕コンビナート形成
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分譲面積 K D
分譲企業数 社
代表的な製造企業

５．小名浜臨海工業団地

東証 部上場企業

グループ企業等が東証 部上場
ジャスダック、東証 部上場
非上場企業など

枠囲みの説明 注意 東証再編前の区分）

東証 部上場企業（本社福島県内）

南相馬市工業用水道 旧名称︓原町工業用水道）
企業局で整備し、+ に南相馬市へ譲渡）
原町火力発電所等へ給水

6 新産業都市指定

6
新産業
都市指定

高柴ダム

真野ダム

四時ダム

小玉ダム

（ 区画 KD 完売） ２．玉川住宅団地（ 区画 KD 完売）

6 鮫川ダム総合
開発計画決定

6
相馬地域
総合開発
計画策定

（注意）一部企業名が譲渡時の名称を用いている場合があります。一部企業の加工賃収入を含めているため工業統計出荷額等としています。
電力、運輸、観光サービスなど製造業以外のデータは含まれていません。このため県内生産活動への寄与はもっと大きなものがあります。
工業団地と工業用水の両方に該当する場合は、工業団地に計上しています。 分譲済 〜 分譲中 〜

８ 保原工業団地

５ 相馬工業用水道
給水先 １事業所
代表的な製造企業

会津若松工業団地
分譲面積 K D
分譲企業数 社
代表的な製造企業

４ 好間工業用水道
給水先 ９事業所
代表的な製造企業

１ 磐城工業用水道
給水先 事業所
代表的な製造企業

３ 小名浜工業用水道
給水先 事業所 磐城工水も使用
代表的な製造企業

※海水を原水のまま供給している唯一
の公営企業

１ 小名浜中央工業団地
分譲面積 K D
分譲企業数 社
代表的な製造企業

２ 勿来工業用水道
給水先 事業所
代表的な製造企業

南台

３ 郡山中央工業団地
分譲面積 K D
分譲企業数 社
代表的な製造企業

インダストリアルソリュー
ションズ社郡山事業所

須賀川工業団地
分譲面積 K D
分譲企業数 社
代表的な製造企業 株 福島/,; ,/製作所

玉川工業団地
分譲面積 K D
分譲企業数 社
代表的な製造企業

工業の森・新白河%、Ｃ工区
分譲面積 K D
分譲企業数 社
代表的な製造企業

７ 白坂工業団地
分譲面積 K D
分譲企業数 社
代表的な製造企業

半導体

分譲面積 K D 分譲企業数 社
（残１区画 KD ︓立地協定締結済

⇒商工労働部へ移管
代表的な製造企業

田村西部工業団地

分譲面積 K D
分譲企業数 社
残 区画 KD

⇒商工労働部へ移管

新白河ビジネスパーク

分譲面積 K D 分譲企業数 ３社
残２区画 K D

⇒商工労働部へ移管

いわき四倉中核倉工業団地 第 期

工業製品出荷額等 億円 県全体の出荷額の約
従業員数 人

分譲面積 K D
分譲企業数 社
代表的な製造企業

４ 本宮工業団地

分譲面積 K D
分譲企業数 社

２ 県内製造業の生産活動を支える企業局 －製造業立県の礎を築く－
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３ 地域開発事業における企業債の概要 －成果と実績の視点から－

目的・特徴 概要図 成果・実績 〜+ 5 5 5 5 5 5
阿武隈地域総合開発計画の産業
拠点とするため、磐越自動車道
船引三春インターチェンジ隣接
地に造成した大規模工業団地

「田村西部」地区は、福島空港の候補地
として注目されましたが、昭和 年 月
に「須賀川東」地区に決定された後、当
該地域の振興を図るため地元からの要望
に基づき開発してきました。大手自動車
メーカーが東北地域を第三の拠点とする
動き等と連動しながら、工業製品出荷額
が年間数百億円まで高まっているように、
地域経済を着実に牽引しています。

「浜通り南部の工業用地不足の
解消」と「産業集積による復興
の加速化」などを目的に造成し
た工業団地

同第１期区域は、商工労働部から企業局
に販売が委託され、第２期の造成と併せ
て企業誘致に取り組んできました。再生
可能エネルギー（風力関係）の企業誘致
を図ることで、産業集積に向けて弾みが
付きました。また、航空宇宙分野の企業
立地も実現し、県が進める重点分野の産
業振興策と連動し、福島県の復興を進め
てきました。

「職・住・悠」が調和する新し
いタイプの産業団地として、市
街地に隣接している つの地区
に工場用地、従業員のための住
宅用地、そして業務管理兼住宅
用地を一体的に整備し、首都圏
から本社機能等を含めた企業の
移転を誘導することで、地域の
産業の高度化を図る拠点

住宅団地 区画を整備し、居住人口増
加と隣接する工業団地等の雇用者増加を
図り、地元の経済活性化と発展に寄与し
てきました。
商工労働部に移管された年にも、分譲実
績があり、新白河ビジネスパークは残り
２区画となっています。

新白河ビジネスパーク

償還期間︓5６まで

償還期間︓5５まで

5２で償還済み

残り約 K Dも立地協定を締結
済み（Ｈ ）

第 回福島県東日本大震災復
旧・復興本部会議（+ で
「復興・再生に向けた工業団地
整備の基本方針」で了承され、
復興に向けた喫緊の対応として
県で整備を検討していく工業団
地とされました。

これらの３工業団地の未分譲地は、地域開発事業の廃止に伴い、令和 年 月末日をもって商工労働部に移管（約 KD 未造成地含む）簿価約 億円）されました。
企業局では、企業債の償還を計画的に実施しています。

田
村
西
部

工
業
団
地

白
河
複
合
型

拠
点
整
備
事
業

い
わ
き
四
倉
中
核
工
業

団
地
（
第
２
期
区
域
）

分筆し、残２区画
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４ 地域開発事業における企業債の繰上償還の効果 －５事業年度で約 ９億円の利子負担軽減－

○地域開発事業の廃止決定 令和３年２月議会で議決）
○地域開発事業の廃止施行期日︓令和７年４月１日
○未分譲地（事業資産）と販売業務を商工労働部へ移管（令和３年４月１日）

商工労働部へ移管

単位 円

流動資産（手持ちの現金・預金）
も企業債償還財源に充当

各年度の%6（年度末の数字）
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（単位：億円）

計 15.21億円

資本金
105.71

剰余金
△125.99

帳簿価格

いわき四倉中核工業団地第２期

※ 商工労働部に移管された事業資産

　⑤　毎年度の一般会計負担金13.3億円により、負債(企業債)を返済していま
　　す。

 0.92億円

 2.39億円

田村西部工業団地

白河複合型拠点

面積(㎡)団　　　地　　　名

←土地134千円(264㎡)あり

11.90億円

５　地域開発事業の経営概況

《貸借対照表の骨子》

(計 0.25) (計 0.25)
《損益計算書の骨子》

≪経営概況≫

　①　有利子負債が総資産を大幅に上回り、債務超過の状態にあります。
　　　有利子負債の大部分は、企業債です。

　②　平成13年度決算から計上している繰越欠損金（剰余金のマイナス）が
　　126億円に上っています。製造業のグローバル化に伴い、工場の海外移
　　転が進み、工場用地需要の減少や企業誘致競争の激化により、大きな損
　　失が発生したことを示しています。

　③　流動比率は1.9％となっています。

　④　令和２年度に地域開発事業の廃止が決定され、事業資産が商工労働部に
　　移管されました。

　　○地域開発事業の廃止決定（令和３年２月議会で決定）
　　○地域開発事業の廃止施行期日：令和７年４月１日
　　○未分譲地（事業資産）と販売業務を商工労働部へ移管（令和３年４月１日）

収益 13.30純利益　13.09

流動負債
13.16

固定負債
 7.37

流動資産 0.25

固定資産 0.00

有
利

子

負

債

20.51

費用 0.21

資本金 億円は

全額、昭和 年の

事業開始後、経営

努力によって生み

出した未処分利益

剰余金を資本金に

組み入れた組入資

本金です。

貸借対照表と損益計算書

を同じ縮尺で図にしたも

のです。
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１　審査の対象

　　令和4年度福島県地域開発事業決算

２　審査の期間

　　令和5年7月25日から同年8月25日まで

３　審査の手続

（１）審査の着眼点

　　ア　正確性：決算書類は、地域開発事業の財政状態及び経営成績を適正に表示しているか

　　イ　合規性：財務に関する事務は、地方公営企業法及び関係法令に基づく会計制度に則り、適正に執行されたか

　　ウ　また、令和４年度の決算審査に当たり、次の視点を重視して審査を行いました。

　　　①　令和4年度決算係数の「正確性」、地方公営企業法等に準拠する「合規性」の審査はもとより、本事業が設置当初から果たして
　　　　きた役割を踏まえた審査とすること

　　　②　令和4年4月からスタートした新しい総合計画の基本的な考え方である政策等の実施による『成果の創出』と『成果の見える化』　
　　　　を踏まえ、本事業の内容について、写真やグラフ等の活用により、「審査自体を見える化」すること

（２）審査の手続

      決算諸表、証書類等の内容と関係帳票、証拠書類等を照合し、関係職員から説明を聴取し、併せて定期監査、例月出納検査等の結

  　果を踏まえて慎重に審査を行いました。

Ⅲ　　令和４年度福島県地域開発事業決算審査意見

第　１　　審　査　の　概　要
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１　審査の結果

（１）審査結果

　　○　審査に付された決算書類及び同附属書類は、地方公営企業法及び関係法令に基づく会計制度に則り作成され、本事業の財政状

　  　態及び経営成績を適正に表示していると認められました。

  　○　当年度の予算の執行及び財務に関する事務については、適正に執行されたものと認められました。

（２）事業概要 

　　○　令和2年度末に地域開発事業の廃止が決定され、未分譲地の販売業務及び一部を除く資産は商工労働部に移管され、企業局の令

　　　 和3年度以降の業務は事業の清算、決算処理、企業債の償還等のみとなっています。

（３）経営概況 

　　○　経営成績は、事業総収益13億3,000万3,125円に対し事業総費用は2,083万1,333円で、当年度の純利益は13億917万1,792円となっ

  　　ており、前年度の純利益12億8,417万8,276円と比較すると、2,499万3,156円の増となっています。これは、企業債の繰上償還によ

 　 　より支払利息が前年度より減となったことや分譲奨励金事業が終了したことによる報償費の減によるものです。

    ○  企業債償還財源の確保策の検討及び実施については、一般会計からの繰入により企業債の繰上償還を実施する等、利子負担の軽

　    減に努めています。

第 ２　 審査の結果及び意見
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２　意    見

　〇　地域開発事業は、総合的な地域開発を目的とし、これまでに13か所の工業団地の造成・分譲等により、本県に150社を超える企業

    立地と14,500人余りの雇用創出、工業製品出荷額9,575億円（2020工業統計調査集計結果）という成果を上げました。

　　　また、住宅団地2か所、2,207区画分を造成して居住環境の向上に尽力し、地域の振興及び経済の発展に大きく貢献してきました。

　〇　これまで4か所の水力発電所を設置し、電力の供給にも貢献してきました。（平成17年３月に民間譲渡。）

　〇　近年においては、企業誘致競争の激化などにより、工業用地を原価を下回る価格で販売せざるを得ないなど、厳しい経営状況の

  　中で、令和2年度に事業の廃止が決定されました。企業債償還財源確保のため、平成30年度から毎年、一般会計負担金

  　13億3,000万円を繰り入れ、債務の圧縮に努めています。

　○　令和2年度末に未分譲地の販売業務は商工労働部に移管されましたが、現有固定資産（土地264㎡）の処分を含め、清算等の業務

　　が残っているため、次の事項について適切な対応をとるよう努めてください。

（１）企業債の繰上償還と累積欠損金解消について

　　　一般会計から繰り入れた負担金を財源として、企業債の償還を計画的に行うとともに、利子負担の軽減を図るなど、累積欠損金

　  の着実な解消に努めてください。

　　　　
　＜参考：資金不足比率＞ 　　　　　　　　  　　（単位  ％）　　　　（単位　％）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

資金不足比率 － － － － － － － － － －

※　資金不足比率は、公営企業の資金不足額と公営企業の事業規模である料金等収入の比率で、経営状態の悪化の度合いを

　示すものであり、経営健全化の基準は20％とされています。　

　 「－」は、資金不足額がないことを示しています。
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財務指標 　　　（単位：千円）

　

項　　　　　　　　　　目 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

① 累積欠損金（当年度未処理欠損金）

　　 対前年度増減 △ 1,300,393 △ 1,213,370 △ 275,676 △ 1,284,178 △ 1,309,172

　

　

　

　

　

① 累積欠損金（数字が少ないほど良好）

　 累積欠損金は、平成29年度以降は毎年減少しています。

　 特に、平成30年度からは、企業債元金償還のための一般会計負担金の繰入れを受けており、減少ペースが早まっています。

　 令和2年度は、いわき四倉中核工業団地第２期区域に係る損失補填精算金支出(約908,661千円)があったため減少額が少なく

 なりましたが、令和4年度は令和3年度、平成30年度並の減少額になっています。
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１　損益計算書　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位　円）

構 成 比 区　　　　　　　分 構 成 比
％ ％

　営　業  費　用 　営　業  収  益

　　土地売却原価 　　土地売却収益

　　　白河複合型拠点売却原価 　　　　白河複合型拠点売却収益

　　　いわき四倉中核工業団地売却原価 　　　いわき四倉中核工業団地売却収益

　  一 般 管 理 費

　　　給与費

　　　委託料

　　　土地維持管理費

　  資産減耗費

　  たな卸資産評価損

　営　業　外　費　用 　営　業　外　収　益

　　受託事業費 　　受託事業収益

　　支払利息 　　受取利息及び配当金

　　雑支出 　　長期前受金戻入

　　雑収益

　　一般会計補助金

　　一般会計負担金

　特　別　利  益　

事　業　総　収　益

△ 7,008,825 △ 18,991,905

　　　　〈決算資料等〉

　特　別　損　失

　　その他特別損失

経　常　損　益

前　年　度

　決　　　算　　　額

当　年　度
区　　　　　　分

　  減価償却費

当　年　度 前　年　度

　決　　　算　　　額

　　　その他一般管理費

事　業　総　費　用

当　年　度　純　損　益

営　業　損　益



−   54  −

　　当年度の営業収益0円に対し営業費用は7,008,825円で、営業損失が7,008,825円となり、これに営業外収益1,330,003,125円

  と営業外費用13,822,508円の差を加えた経常利益は1,309,171,792円となり、当年度純利益も同額となっています。

（１）収　益

      分譲事業が終了したことにより、営業収益は0円となっています。

　    営業外収益は1,330,003,125円で、預金利息の減により前年度と比較して5,641円（0.0％）の減少となっています。

（２）費　用

      営業費用は7,008,825円で、分譲奨励金事業の終了に伴い報償費が減少したことから、 前年度と比較して11,983,080円

    （63.1％）の減少となっています。

　    営業外費用は13,822,508円で、企業債の繰上償還により前年度と比較して13,016,077円（48.5％）減少しています。
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２　剰余金計算書

（単位　円）

発　生　額 処　分　額

前年度末残高 △ 13,908,426,612

当年度末残高 △ 12,599,254,820

前年度末残高

当年度末残高

（１）利益剰余金

      利益剰余金の前年度末残高は△13,908,426,612円でしたが、当年度純利益1,309,171,792円が発生したため、当年度末残高は

　　△12,599,254,820円となっています。

（２）資本剰余金

      資本剰余金の前年度末残高の変動はなく、翌年度繰越資本剰余金は0円となっています。

３　欠損金処理計算書

（単位　円）

金　　額

　　　ウ　財務に関する事務は、地方公営企業法及び関係法令に基づく会計制度に準拠した会計原則に則り、適正に執行されたか

　
当年度未処理欠損金は12,599,254,820円であり、欠損金処理額は0円で、翌年度繰越欠損金は12,599,254,820円となっています。

　　受贈財産評価額

　　その他資本剰余金　　　

区　　　　　分 年　度　末　残　高

　利益剰余金の部

　資本剰余金の部

　　利益積立金

　　当年度純利益

　　未処理欠損金

　当年度未処理欠損金

区　　　　　分

　欠損金処理額

　翌年度未処理欠損金



−   56  −

４　貸借対照表　　　　　　　　　　　　　　

（単位　円）

構 成 比 区　　　　　　分 構 成 比

％ ％

　固　定　負　債

　　企業債

　　一般会計借入金

　流　動　負　債

　　企業債

　　未払金

　　未払費用

　　賞与引当金

　　現金・預金 　　法定福利費引当金

　　未収金 　　その他流動負債

　　割賦未収金 　繰　延　収　益

負　債　 合　計

　資　本　金

△ 12,599,254,820 △ 51,179.3 △ 13,908,426,612

    利益剰余金 △ 12,599,254,820 △ 51,179.3 △ 13,908,426,612

　　　　前年度末残高 △ 13,908,426,612 △ 56,497.3 △ 15,192,604,888

　　　　当期純利益

資　本　 合　計 △ 2,028,492,753 △ 3,337,664,545

  負 債 ・ 資 本 合 計　

　　　イ　決算書類は、地域開発事業の経営実績及び財政状態を適正に表示しているか

　　分譲資産仮勘定

　注　構成比は、資産項目にあっては資産合計額に対する割合、負債・資本項目にあっては負債・資本合計額に対する割合です。

資　産　 合　計

　　無形固定資産

　　投資

　　短期貸付金

　流　動　資　産

　固　定　資　産

　　有形固定資産

　分　譲　資　産

　　小名浜臨海工業団地

区　　　　　　分
当　年　度

 期 末 残 高

前　年　度

 期 末 残 高

当　年　度 前　年　度
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 　当年度末における資産、負債・資本の合計は24,617,854円で、前年度末と比較して122,863,600円（83.3％）減少しています。

（１）資　産

  分譲資産は134,000円、固定資産は0円で、いずれも前年度と同額となっています。

　流動資産は24,483,854円で、前年度と比較して122,863,600円(83.4％)減少しています。

（２）負　債

  固定負債は737,000,000円で、企業債償還残高の減及び翌年度償還分企業債の流動負債への振り替えによる減により、前年

度と比較して1,313,905,607円（64.1％）減少しています。

  流動負債は1,316,110,607円で、主に企業債の固定負債から流動負債への振り替え額の減により、前年度と比較して

118,129,785円(8.2％)減少しています。

（３）資　本

  資本金は10,570,762,067円で、前年度と同額です。

　利益剰余金は12,599,254,820円の欠損となっており、前年度と比較して当期純利益の増により1,309,171,792円（9.4％）

欠損額が減少しています。

（４）資金収支の状況

　　　期首残高は147,303,848円で、当年度の受入資金総額1,330,906,755円に対し支払資金総額は1,453,726,802円となり、当年

  　度末資金残高は 24,483,801円となりました。普通預金及び定期預金として保管されています。
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福　島　県　立　病　院　事　業
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 　　　　１１　　県県  立立  病病  院院  のの  医医  療療  提提  供供  状状  況況

会津・南会津地域

県北地域

県中地域

県南地域

相双地域

いわき地域

宮下下病病院院

三三島島町町

南南会会津津病病院院

南南会会津津町町

ふふくくししまま医医療療セセンンタターーこここころろのの杜杜

矢矢吹吹町町 〃〃 附附属属ふふたたばば復復興興診診療療所所（（リリカカーーレレ））

（（楢楢葉葉町町））

66

○宮下病院（昭和２６年１１月～） ※診療圏唯一の病院

人（R4.10.1）

53.6％

　 32床 病床利用率

経営概況 単位 医業収益 医業費用 純損益
（令和４年度） 千円 △ 1,489

  柳津町・三島町・金山町・昭和村

5.７人/日

71.7人/日
患者数

（令和４年度）

　　診　療　圏

入院

      診療圏人口

 内科、外科、整形外科、耳鼻咽喉科

    ４人（令和４年度）

延入院患者数

延外来患者数 1７,４１２人

　　高齢化率

　　主な診療科

　　医　師　数（常勤）

　　病　床　数

外来

2,0７３人

○南会津病院（昭和２４年７月～） ※診療圏唯一の病院

人（R4.10.1）

4５.０％

　 98床 病床利用率

経営概況 単位 医業収益 医業費用 純損益
（令和４年度） 千円 △ 2,330

59,840人延外来患者数

入院 延入院患者数

　　病　床　数

　　診　療　圏

      診療圏人口

　　高齢化率

　　主な診療科  内科、外科、整形外科、小児科

　　医　師　数（常勤）

12,197人

246.3/日

患者数
（令和４年度）

33.4人/日

外来

 南会津町・下郷町・檜枝岐村・只見町

  9人（令和４年度）

【現状】県立病院は、政策医療に特化した病院運営を行っています。

① 民間医療機関の進出が困難な中山間地域における医療提供を担う

「南会津病院」、「宮下病院」

② 精神科の先進的な専門医療を担う「ふくしま医療センターこころの杜」

③ 震災からの復興・再生を支える「ふたば医療センター附属病院」、

「ふたば復興診療所（リカーレ）」

ふふたたばば医医療療セセンンタターー附附属属病病院院

（（富富岡岡町町））

－ 病床利用率 －

経営概況 単位 医業収益 医業費用 純損益
（令和４年度） 千円

○ふたば医療センター
附属ふたば復興診療所（リカーレ）（平成２８年２月～）

　双葉地域

      診療圏人口 人（R4.10.1居住人口）

　　診　療　圏

　　主な診療科  内科、整形外科

　　医　師　数（常勤）

延入院患者数

延外来患者数 4,974人

患者数
（令和４年度）

入院 － －

外来 20.6人/日

　３０床 病床利用率

経営概況 単位 医業収益 医業費用 純損益
（令和４年度） 千円

人（R4.10.1居住人口）

　　主な診療科  内科、救急科

2,710人

外来 14.2人/日

      診療圏人口

　　病　床　数

患者数
（令和４年度）

入院 7.4人/日

　　医　師　数（常勤）      ４人（令和４年度）

延入院患者数

延外来患者数 5,172人

　　診　療　圏 　双葉地域
○ふたば医療センター　附属病院（平成３０年４月～）

人（R4.10.1）

　148床 病床利用率

経営概況 単位 医業収益 医業費用 純損益
（令和４年度） 千円 △ 476

入院

23,722人

27,682人

○ふくしま医療センターこころの杜（旧矢吹病院）
（令和４年１０月～）

      診療圏人口

延入院患者数

延外来患者数

　　医　師　数（常勤）       ９人（令和４年度）

　　診　療　圏

　　病　床　数

75.8人/日

99.3人/日外来
患者数

（令和４年度）

　　主な診療科  精神科、内科

　県中・県南地域

　　高齢化率

大大野野病病院院（（大大熊熊町町））
（（休休診診中中））
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入　院 外　来 医 業 損 益(円)  純 損 益(円)
（前年度比増減率 %）（前年度比増減率 %） （前年度比増減率 %） （前年度比増減率 %）

整形外科診療日数の減、ワクチ
ン接種患者の減、コロナ禍によ
る受診控えにより収益の減小

多目的医療用ヘリ運航業務経費
等により費用増

医 業 収 益 医業収益

経　営　概　況

県立病院事業改革プランにより
安定した政策医療の運営と経営
改善に向けた取組を進める必要
がある。
地域生活移行の促進により入院
収益が減、児童思春期外来「ふ
くしまモデル」の実施等により
外来収益増

診療圏の人口減少、ワクチン接
種患者の減、コロナ禍による受
診控え等により、入院収益・外
来収益ともに減小

コロナ感染患者の積極的受入に
より外来収益が増加する一方、
重篤な患者や手術件数の減によ
り入院収益は減少

診療実績なし
東京電力からの賠償金受入によ
り純利益の計上

急性期一般入院基本料４の算定
開始、救急患者の積極的な受入
により入院収益、外来収益とも
に増加

×100
運用病床数×年間診療日数 医業収益

２ 人件費率＝
実質人件費

×100   　　   ４４　　費　用　係　数＝
総 費 用

×100

注　１
病床利用率

＝
延入院患者数

×100   　　　 ３ 一般会計繰入率＝
繰 入 金

ふたば医療セ
ン タ ー
附 属 病 院

－ －
本 局

－ －
－

－ (△ 17.6)

ふたば復興
診 療 所

－
－

(△ 15.5)

△ 561,482,936 

－ －

大 野 病 院
休 止 中

－ －
－

(△ 1.0) (△ 3.5)

南会津病院
(△ 15.5) (△ 12.2)

△ 1,026,068,307 

(△ 3.7)

△ 512,513,954 

(△ 13.6)

内

　

訳

ふくしま医
療センター
こころの杜

宮 下 病 院

△ 1,425,703,244 △ 475,636 

(△ 42.8)

△ 1,488,661 

△ 2,329,744 

(△ 12.6)
全　　　　体

△ 4,804,184,209 

(△ 15.5)

２　病 院 別 の 経 営 概 況（令和４年度）

病　院　名

延 患 者 数（人）
病　床
利用率
(％)

経　営　収　支
人　件
費　率
(％)

一般会計
繰 入 率
(％)

費　用
係　数
(％)

職員数
　

(人)

△ 142,795,545 

(△ 3.2)

△ 1,041,575,407 

△ 94,044,816 
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(計 334.94) （単位：億円）

純利益

有
利
子
負
債

148.35

費用
77.04

固定負債
149.35

流動負債
27.04

資本金
44.58

医業
費用
74.29

３　県立病院事業の経営概況

貸借対照表と損益計算書を同
じ縮尺で図にしたものです。

【損益計算書の骨子】

【貸借対照表の骨子】

(計 334.94)

流動資産 18.78

固定資産
316.16

基金
56.75

投資
126.69

※ 会津医
療センター

出資分

医業収益
26.25

医業外
収益
50.82

《経営概況》

①　繰越欠損金(利益剰余金のマイナス)が、約65億円に上っています。
    これは、主に、県立病院改革により廃止された病院の損失が積み上がったものです。
    ※ 資金不足や未払い債務が生じているわけではありません。

②　流動比率は69.4％です。
    運転資金の短期借入れにより、支払資金不足は発生していません。

③　固定資産316億円の約６割に当たる185億円は「投資」です。
   「投資」の約2/3に当たる127億円は会津医療センターの土地、建物、設備への出資、
  約1/3に当たる57億円は「県立病院整備基金」です。

④　資本剰余金133億円は、会津医療センター整備のために一般会計から受け入れた資金で
  す。

⑤　収益総額77億円のうち、医業収益26億円が占める割合は約34％です。

⑥　医業外収益50億円のうち24億円は、県立病院事業が政策医療に特化していることによ
　り、一般会計から繰り入れている補助金・負担金です。

⑦　それぞれの医療圏の状況に応じ、新型コロナウイルス感染症患者の入院受入れを適切に
  行いました。

繰延収益
45.73

資本剰余金
133.57

※ 会津医療
センター
整備資金

利益剰余金
△65.33

収益
77.92

医業外費用

1.74
特別損失

1.01

特別利益

0.85

純利益0.88

　 項　　　目 　目　標　値（R4） 　実　　績（R4） 　  全　　国※

  政策医療経費 　1,615百万円 　1,548百万円 　　　 －

　経常収支比率

　医業収支比率

　累積欠損金 　6,657百万円 　6,533百万円 　　　 －

　　　　　※全国の数値は、令和3年度地方公営企業年鑑から数値です。

○　ふくしま県立病院事業改革プランの経営効率化に向けた目標及び実績は、次のとおりです。



ふふくくししまま県県立立病病院院事事業業改改革革ププラランンのの概概要要

環環境境変変化化 人口減少･高齢化の本格化 医師･医療スタッフの確保難 避難地域等の復興の進展 自然災害･新型感染症の発生

基基本本目目標標 地地域域にに必必要要なな医医療療のの安安定定的的なな提提供供 効効率率的的なな病病院院経経営営

収益の確保と費用の削減

適切な運営経費の確保

経経営営効効率率化化のの取取組組医医療療のの質質向向上上のの取取組組

数値目標による病院機能の点検

病院機能評価を活用した運営状況の点検

＜＜策策定定趣趣旨旨＞＞ 県立病院事業は、平成 年度から地方公営企業法の全部適用に移行し、平成 年度から公立病院改革ガイドライン（総務省）に基づき策定した
「改革プラン」を経営指針としながら、政策医療の提供に努めてまいりました。

これまでの取組を踏まえ、県立病院を取り巻く環境変化に的確に対応するとともに、地域住民の健康をしっかりと守ることのできる医療を確保し
ていくため、「ふくしま県立病院事業改革プラン」を策定します。

＜＜計計画画期期間間＞＞ ３年間：令和３（ ）～令和５（ ）年度

＜＜進進行行管管理理＞＞ ① 各病院で毎年、病院機能評価項目や個別数値目標等による自主点検（一次点検）を行い、課題の改善を図ります。

② 毎年、有識者等で構成される県立病院事業経営評価委員会において、取組状況の評価を受けます。

改改革革ププラランンのの全全体体像像

基基本本的的役役割割

矢矢吹吹病病院院

先進的な精神科医療の提供

精神科医療の確保

社会ストレスへの対応
地域生活支援の充実

南南会会津津病病院院 宮宮下下病病院院

中山間地域における医療提供体制の確保

地域医療の確保

安定的な運営体制の確保
地域包括ケアシステムの構築支援

震災復興を支える医療提供体制の確保

ふふたたばば医医療療セセンンタターー

復興を支える医療の確保

安定的な運営体制の確保
地域生活への医療的支援

附附属属病病院院 ふふたたばば復復興興診診療療所所

・新病院への建替え（精神科医療体制の強化）
・地域生活支援の充実
・児童思春期医療の充実（専門病棟･外来）
・災害･感染症対応 等

・避難地域等の医療（救急･入院･専門医療）の確保、
・地域包括ケアシステムの構築支援
・災害･感染症対応 等

＜南会津病院＞
・地域医療（救急･入院･

透析等）の維持
・災害･感染症対応
・地域包括ケアにおける

医療の充実 等

＜宮下病院＞
・地域医療（救急･入院

等）の維持
・在宅医療の充実
・新施設への建替え
・災害･感染症対応 等

令和３年３月
福島県病院局

−   61  −



−   62  −

福島県立ふくしま医療センターこころの杜整備事業の概要について

２ 事業概要

新病院工事工程イメージ

新病院断面イメージ

新病院外観（東側病棟部分）

３ 建替スケジュール

5 福島県病院局

１ 新病院整備の主なポイント

○児童思春期医療の充実
･･･専用病棟の新設、専用外来と一般外来の完全分離

○医療観察法病棟の新設
･･･多重のセキュリティ（専用エレベーター、警備員の配置等）

診療科目 精神科、内科、歯科

病 床 数

計148床［146床］
・救急 ：45床［44床］
・重症慢性期：44床［45床］
・社会復帰期：33床［57床］
・児童思春期：20床［新］
・医療観察法： 6床［新］

建築概要
(1) 建築面積 5,231.91㎡［ 7,294㎡］
(2) 延床面積 13,760.55㎡［13,246㎡］
(3) 構 造 鉄骨造4階（地下1階）建て

事 業 費

計7,772,268千円
・建築工事 6,609,611千円（設備、外構含む）
・造成工事 165,049千円
・解体工事 453,753千円
・その他 543,855千円（工事監理、医療機器）

※全室個室化による
療養環境の向上

［ ］内は現病院

新病院内観（エントランスホール）

○地域とつながる明るく開放的な病院
･･･自然と調和した建物配置と安心して受診・療養できる院内環境

○メインアプローチの変更
･･･勾配が緩やかな西側へ変更

○開院時期を前倒し患者負担を軽減
･･･建物配置や工程の見直しによる工期短縮

〔機能面〕

〔配置・施設面〕

令和2年 8月〜 新病院建設工事着工
令和4年 8月 新病院建設工事竣工
令和4年 9月〜 現病院解体・新病院外構・造成工事着工

新病院医療機器搬入設置等
令和4年10月 新病院開院
令和6年 3月 現病院解体・新病院外構・造成工事竣工完了予定

○新病院の建設工事中も現病院の運営は継続
○新病院の完成後、現病院の解体工事に着手

②開院時 令和 年 月①工事前 令和元年 月 ③工事完了 令和 年 月予定

新病院 新病院

新病院建築 現病院解体
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問題事案の認識
【親・教員等】

○ひきこもり・不登校
○落ち着きがない
○摂食障害

など

～参考～
『発達障がいの可能性の
ある小中学生数』
小中学生全体の８ ％
（令和４年文部科学省調
査）

地域の小児科医等
への相談

児児童童思思春春期期外外来来 『『ふふくくししままモモデデルル』』ににつついいてて

【公認心理師・精神保健福祉士・看護師】
子どもさんを支え、見守る実践活動を通した『顔の見える』関係づくり

○ 幼稚園・保育園、学校、市町村保健師、保健福祉事務所、児童相談所、
021児童支援団体などの関係機関とネットワークづくりのための懇談会を
開催

○ 支援者、教職員を対象にした研修会の開催と講師派遣

○ 支援者のスキルアップのための事例検討会を開催

○ その他地域社会でサポート（傾聴・適切な支援）ができる環境を整備

ステップ１：相あ談
【地域医療連携室】

① 相談があった段階で、
子どもさんに関する情報収集

（例）学校や家庭での状況

② 収集した情報を精神科医師
に申し送り

Ａ 緊急性がある場合
すぐに受診できるように調整

《具体例》
１ 自傷他害行為等の破壊的

な問題行動の発生
２ 自殺願望等の発言
３ 虐待の疑い

※早急に診察した上で、
児童相談所と連携し
て対応

③ 診察までの支援の内容や流れ
を説明

ステップ２：事前面談
【公認心理師・精神保健福祉士】

速やかに家族と面談し、詳細な
状況を把握

Ｂ 待機可能と判断した場合

診察【医師】

連携室が収集した情報や公認心理師の
事前支援等を踏まえ、診察を実施

心理検査【公認心理師】

① 診察とセットで医師の指示に基づき
心理検査を実施

➁ フィードバックと具体的支援の提案
（チーム医療）

連絡調整【精神保健福祉士・看護師】

院内外でコーディネーター的役割を
果たし、質の高いチーム医療を提供

対応Ⅱ 相談があった段階から医師、医療スタッフによる支援をスタート

Ｒ

対応Ⅲ 子どもを支え、見守る地域づくり

《こころの杜の現状》
初診までの待機期間：約８か月待ち

《待機期間中の取組み》
相談があった段階から、医師や医療スタッフによる支援をスタート

対応Ⅰ 専門医の増員や医師の対応力の強化により、新患の予約枠を増やす

ステップ３：事前支援
【公認心理師・看護師・精神保健福祉士】

精神科医師、医療スタッフによる支援

（例 ）「精神科医師によるファミリー
サポートプログラム」開催

（ 回 月）

（例２）「公認心理師による子どもの関
わりに悩む親の勉強会開催」

（ 回 月）
※定期参加が難しい家族へ向け

個別プログラム

（例３）「不登校親の会関催」

（例４）診察までの不安を軽減する
ための学校や自宅へ個別訪問

～～ふふくくししまま医医療療セセンンタターーこここころろのの杜杜ににおおけけるる児児童童思思春春期期医医療療のの充充実実強強化化～～

事前支援

診察



−   64  −

診療圏の状況（人口（患者）減・限られた医療資源）等を踏まえ、現現状状のの医医療療機機能能はは維維持持しつつ、

奥奥会会津津地地域域にに必必要要ととななるる在在宅宅医医療療等等のの機機能能をを確確保保しながら、有有床床診診療療所所ととししてて建建替替ええを行う。
ポイント

□ 内科・外科・整形外科・精神科・皮膚科・耳鼻咽喉科の現現状状診診療療科科をを維維持持
□ 医療需要を踏まえた適正規模で入入院院対対応応をを継継続続（有有床床診診療療所所）

□ 地域での対応が必要な在在宅宅医医療療のの機機能能等等をを確確保保
□ 町村等と連携した保健福祉的機能の充実

□ 医療人材等を効果的に活用したへへきき地地のの医医療療体体制制のの構構築築（常勤医の確保）

□ 自然災害や感染症等への対応体制の確保

新施設の機能

宮宮下下病病院院建建替替ええ基基本本計計画画【【概概要要版版】】
令 和 ５ 年 ３ 月
福 島 県 病 院 局

基基本本方方針針 施施設設整整備備方方針針

宮宮下下病病院院をを
取取りり巻巻くく環環境境

柳津町診療所
（常勤医１名、無床

宮宮下下病病院院

西山出張所

柳柳津津町町

昭昭和和村村
昭和村診療所
（常勤医１名、無床）

横田出張所

沼沢出張所

三三島島町町
金金山山町町

金山町診療所
（常勤医１名、無床）

整整備備ススケケジジュューールル（（想想定定））

所 在 地 福島県大沼郡三島町大字大登字寺沢９６８番１（三島町町民運動場）

診 療 圏 柳津町、三島町、金山町、昭和村

診 療 科 内科、外科、整形外科、精神科、皮膚科、耳鼻咽喉科

病 床 数 １９床（現病院： 床）

敷地面積 約 ㎡（進入路除く）（現病院：約 ㎡）

延床面積 約 ㎡（現病院：約 ㎡）

主な諸室
診察室（４室程度）、感染症診察室、中央処置室、
在宅医療ステーション、リハビリ室、機械浴室、
調剤室、Ｘ線・ＣＴ撮影室、医療相談室、多目的ルーム

概概算算事事業業費費

患患者者減減少少・・
高高いい高高齢齢患患者者率率

・ 人口は急激な減少傾向、人口に占める高齢者の割合も高い水準で推移
・ 外来患者数は ～ 人 日程度、入院患者数は ～ 人 日程度

※ 患者の 割以上を高齢者が占める

限限らられれたた医医療療資資源源
（（医医療療人人材材・・施施設設等等））

・ 診療圏で宮下病院のみが救急･入院に対応
・ 在宅医療の機能が必要
・ 診療応援により国保診療所（常勤医 名）の診療を維持

地域（住民、介護福祉施設等）

奥奥会会津津ににおおけけるる持持続続可可能能なな医医療療提提供供のの確確保保

リリハハビビリリ機機能能充充実実在在宅宅医医療療機機能能確確保保

地地域域生生活活のの見見守守りり

入院できる
かかりつけ医

へへきき地地医医療療のの確確保保

救急･時間外対応

健健康康寿寿命命延延伸伸のの取取組組

健康教室･出前講座

地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムのの構構築築支支援援

奥会津の医療の拠点

（センター）

医療機関
（急性期病院・

国保診等）
連携 連携

町村等

災害・感染症等
への対応体制

建建設設予予定定地地人材を惹きつける
魅力ある環境づくり

新新施施設設のの概概要要

総額 ３１．３億円
【内訳】

建築工事等 ２４．１億円
道路工事等 ２．２億円
その他 ５．０億円

年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９以降

基本計画

調査・設計
（道路含む）

道路・造成
工事

建築工事
（現病院解体含む）

現在の宮下病院

建設予定地

三島町 利便性向上のための
進入路整備

県道小栗山宮下線
町道寺沢四ツ田線

国道 号線
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南会津病院 ～中山間地域における医療提供体制の確保～

現状と課題

課課題題１１ 地地域域医医療療のの維維持持・・確確保保
住民が安心して暮らしていくため、地域に必要となる医療（救急医療、透析、入院等）の安

定的な提供が求められています。

課課題題２２ 自自然然災災害害・・感感染染症症等等へへのの備備ええ
自然災害の発生や新型感染症の流行等への適切な対応が必要になります。

課課題題３３ 地地域域包包括括ケケアアへへのの対対応応
診療圏町村の高齢化等に伴い、医療･介護･予防･住まい･生活支援のサービスが一体的に提供

される「地域包括ケアシステム」の構築が求められています。

課課題題４４ 医医師師のの安安定定的的なな確確保保
常勤医師の減少が、必要な診療体制の維持や、へき地医療拠点病院の役割である公的診療所

への診療応援にも影響を与えており、医師の安定的な確保が必要になっています。

課課題題５５ 地地域域状状況況にに即即ししたた医医療療提提供供
高齢化･人口減少等の地域状況を踏まえ、限られた医療資源を効果的に活用した医療の提供が

求められています。

主主要要なな取取組組

１１ 在在宅宅医医療療のの提提供供
在宅支援を必要とする方への訪問診療･訪問看護･訪問リハビリを実施します。

２２ 地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムのの構構築築支支援援
回復期病床を確保し、関係する医療機関と連携しながら、

診断･治療からリハビリに至る総合的な医療を提供します。
また、町村等関係機関との連携強化により、地域包括ケア

の具体的なシステムづくりを支援します。

３３ 健健康康づづくくりりのの支支援援
健康診断や町村と連携した出前講座等を通して、予防医療や健康づくりの啓発を行います。
また、保育所等の職員、保護者を対象に家庭や施設で抱える子育ての不安や疑問に答える相

談会を継続して実施します。

４４ 認認知知症症へへのの対対応応
神経精神科の外来診療において医療面での支援を行いながら、関係機関との連携により、認

知症の方々の早期受診や地域での生活支援を行います。

１１ 医医療療人人材材のの確確保保
自治医科大学･県立医科大学等との連携強化等により、地域医療の維持･確保に必要な医師を

始めとする医療人材の確保を図ります。

２２ 人人材材育育成成
臨床研修医や地域医療に関心を持つ医学生等を受け入れ、地域医療

への理解促進や将来的な医師確保を目指します。

３３ 効効果果的的・・効効率率的的なな医医療療のの提提供供
限られた医療資源での効果的･効率的な医療提供に向けて、+%6を活

用した遠隔診療等の体制整備に取り組みます。

１１ 地地域域医医療療のの安安定定的的なな提提供供
地域唯一の「救急告示病院」として、 時間 日体制で救急医療等に対応します。
また、専門外来（人工透析など）による慢性疾患への対応を行うほか、地域の医療ニーズに

応えられるよう、診療科の維持･充実に取り組みます。

２２ 公公的的診診療療所所へへのの診診療療応応援援
「へき地医療拠点センター病院」である会津医療センターとの連

携の下、地域の公的診療所の診療応援を行い、地域住民の診療にあ
たります。

３３ 自自然然災災害害・・感感染染症症等等へへのの対対応応
「災害拠点病院」として、大規模災害発生時に、重篤救急患者の救命医療を行います。
また、感染（疑い）患者に適切に対応するため、感染症等の流行･新たな発生に備えて、職員

の専門知識の習得を支援するほか、保健所や地元医師会等と連携強化を図ります。

所 在 地 南会津町

診 療 圏 南会津町、下郷町、檜枝岐村、只見町

病 床 数
床（外科等： 床、内科： 床）

※ 令和３年度以降見直し想定

指定状況
救急告示病院、災害拠点病院（地域災害医療センター）、
協力型臨床研修病院（施設）へき地医療拠点病院、認知症疾患医療センター 等

診療科目
医 師 数

診療科 診療日
常勤医師数

4 4 * * *

内 科 常設

外 科 常設

整形外科 常設

小児科 常設 ※ R2年度は
現在計

診療科 診療日 診療科 診療日 診療科 診療日

神経内科 週 日 皮膚科 週 日 漢方内科 週 日

産婦人科 週 日 泌尿器科 月 日 耳鼻咽喉科 週 日

眼 科 週 日 神経精神科 月 日

職員数
4

合計 医師 看護 薬剤 栄養 医療技術 事務

建設年月 平成 年 月（築 年）

地域医療の確保

地域包括ケアシステムの構築支援

安定的な運営体制の確保

＜病院基本情報＞

災害派遣医療チーム「'0$7」

在宅支援のため訪問活動

救急医療の講習会
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想
定
診
療
科

想
定
病
床

床前後

医
療
機
能 救急医療の提供

地域包括ケアシステム構築支援

災害時における医療
（原子力災害医療を含む） スマートホスピタル

多目的医療用ヘリ

コンセプト①：地域に密着し、連携の核となる病院

コンセプト②：地域の発展に貢献し、医療従事者に魅力ある病院

地域の発展への貢献

医療従事者に魅力ある病院

・福島国際研究教育機構（F-REI）の各研究分野との連携を視野に、地域の発展に貢献

・充実した研究環境（ソフト及びハードの充実）による医療人材の確保
・特色ある教育・人材育成プログラムによる専攻医や実習生等の受入

新興感染症等への対応

当初のイメージ 将来のイメージ

令和 年 月 日
福 島 県 病 院 局

地地域域やや隣隣接接地地域域のの医医療療機機関関ととのの相相互互連連携携をを強強化化し、地地域域ののニニーーズズにに応応ええ、、切切れれ目目ののなないい医医療療をを提提供供するとともに、

地地域域ととととももにに成成長長・・発発展展
地域に根差した医療

地域ニーズに対応した医療

内科 （ 循環器、消化器、糖尿病、呼吸器 ） 総合診療科

外科 整形外科 脳神経外科 救急科 眼科

泌尿器科 皮膚科 耳鼻咽喉科 産婦人科 小児科

精神科 麻酔科 放射線科 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 人工透析

※開院時は、100床前後を想定

医療資源の状況

復興の進展人口動向
（医療需要）

診療体制等を段階的に拡充する

地域とともに
成長・発展

※

※ 院内標榜

双葉地域における中核的病院の医療機能概要 
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ふたば医療センター附属病院（平成30年4月23日開院）
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合計

診療日数

内科

開所日
１日当たり

内科

開所日

当月

内科

68.9%

10.9% 12.5% 7.7%
0%
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40%
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80%

楢
葉
町

広
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県
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他

県
外

ふたば復興診療所ふたばリカーレ 患者報告（+２８ ２月f 5５ ３月３１日）

○
＜令和４年度の地域別患者数の割合 ＞ ＜令和４年度の年齢別患者数の割合 ＞

ふたば復興診療所

593

528
525 529 509 512 489

550
507

456
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443

440099
441166

339944
338844

446666 441144 440055
446677 443311 337766 337766

443366
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04

●楢葉町が全体の約７割弱を占める ○● 歳以上が全体の約８割を占める

00..33%% 55..00%%
1177..00%%

4422..77%%
3344..99%%
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20%
30%
40%
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19以下 40～59 80～
年年齢齢

77.6%
60歳以上

月別患者数

＜リカーレ患者情報＞

＜ 患者数の推移 Ｈ２８．２～＞

●延べ患者数（* ～）

48,439人

内 科 31,448人

整 形 外 科 16,991人

5,417人実 通 院 者 数

内 訳

延 べ 患 者 数

●１日当たり患者数

累計 Ｒ５．３月

内 科 18.2人 16.2人

整 形 外 科 19.3人 20.0人

＜令和５年３月の患者数＞

（人）

(25.0)

内科 整形外科 合計

R4.３月

R5.３月 356人 80人 436人

増減 -1人 -6人 -7人

357人 86人 443人

●発熱外来患者数

検査なし 14人 0人
陰性 160人

当月
0人

12人

累計
陽性 103人

963

6,404
6,697

7,8158,0947,311
6,034

4,974
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○
＜年度別患者数の推移 ＞
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○
＜診療科別年度別患者数 ＞
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ⅣⅣ 令和４年度福島県立病院事業決算審査意見

第１ 審 査 の 概 要

１ 審査の対象

令和 年度福島県立病院事業決算

２ 審査の期間

令和 年 月 日から同年 月 日まで

３ 審査の手続

 審査の着眼点

ア 経済性・効率性・有効性：事業の経営は、常に経済性を発揮するとともに、県立病院として求められる政策医療を適切に提
供するよう運営されたか

イ 正確性：決算書類は、県立病院事業の財政状態及び経営成績を適正に表示しているか

ウ 合規性：財務に関する事務は、地方公営企業法及び関係法令に基づく会計制度に則り、適正に執行されたか
エ また、令和 年度の決算審査に当たり、次の３つの視点を重視して審査を行いました。

① 令和 年度決算係数の「正確性」、地方公営企業法等に準拠する「合規性」の審査はもとより、県立病院事業が、設置当

初から果たしてきた役割を踏まえた審査とすること

② 昨年 月からスタートした新しい総合計画の基本的な考え方である政策等の実施による『成果の創出』と『成果の見え
る化』を踏まえ、それぞれの公営企業の事業内容について、写真やグラフ等の活用により、「審査自体を見える化」すること

③ 県立病院事業の経営成績について、前年比だけではなく、全国比較を行い、本県の位置づけを明確化すること

審査の手続
決算諸表、証書類等の内容と関係帳票、証拠書類等を照合し、関係職員から説明を聴取し、併せて定期監査、例月出納検査等

の結果を踏まえて慎重に審査を行いました。
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第２ 審査の結果及び意見

１ 審査の結果

審査結果

審査に付された令和 年度の決算書類及び同附属書類は、地方公営企業法及び関係法令に基づく会計制度に則り作成され、本
事業の財政状態及び経営成績を適正に表示していると認められます。

また、当年度の予算の執行及び財務に関する事務については、固定資産の維持管理及び処分、減価償却に著しく適正を欠いて

いるなど、一部に是正及び改善を要するものが見受けられたものの、おおむね適正に執行されたものと認められます。

県立病院の経営概況

○ 県立病院の当年度における利用可能な施設は 病院 診療所、許可病床数は 床で、令和 年 月にリニューアルした

ふくしま医療センターこころの杜で 床減っています。

大野病院は震災と原発事故に伴い休止しています。

○ 令和 年度の患者数は、入院が延べ 万 人、外来が延べ 万 人で、前年度と比較して、入院は 人（ ％）

の減、外来は 人（ ％）増加しています。入院では、ふたば医療センター附属病院を除き、長期入院患者の地域移行

促進や手術件数の減などにより減少し、外来では、ふくしま医療センターこころの杜での積極的な患者受入や南会津病院で

の発熱患者の受入により増加しています。

○ 純粋な本業の経営成績は、医業収益 億 万 円に対し医業費用が 億 万 円となり、医業損失は
億 万 円で前年度と比較して 億 万 円（ ％）増加しています。

また、政策医療に特化した医療提供を行っていることにより一般会計から繰り入れられている負担金を加味した事業総収益

億 万 円に対し、事業総費用が 億 万 円となり、令和 年度は純利益 万 円となりました。

純利益となった主な要因は、休止中の大野病院にかかる東京電力㈱からの賠償金 万 円の受入によるものです。（病

院別損益は 頁のとおり）

令和 年度において一般会計から繰り入れられた負担金・補助金は総額 億 万 円で、前年度と比較して 億

万 円（ ％）増加しており、その主な要因はこころの杜の開院準備経費の増加によるものです。（一般会計負担金等は 頁のとおり。）

○ 累積欠損金の期末残高は 億 万 円で、主に、廃止された病院の損失が累積したものですが、前年度に比べて

万 円減少しています。
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２ 意 見

令和 年 月に策定された「ふくしま県立病院事業改革プラン」（以下「改革プラン」という。）の基本目標である『地域に必要

な医療の安定的な提供』、『効率的な病院経営』の達成に向け、次の事項について適切な対応を図り、県民に期待され、信頼される

医療機関として良質な医療の提供と健全な病院経営を実現するよう積極的に取り組んでください。

県立病院改革について

人口減少・高齢化の本格化、医師・医療スタッフの確保難、避難地域等の復興・再生の進展及び自然災害・新型感染症の発生

を踏まえて策定された改革プランの実現へ向けて、中山間地域における医療提供体制の確保、先進的な精神科医療の提供、震災

からの復興を支える医療提供体制の確保など、県立病院に求められる政策医療の役割を果たしつつ、病院経営の効率化に総合的

に取り組んでください。

（ふくしま医療センターこころの杜）

令和 年 月にオープンした精神科病院としての中核的役割を担う「ふくしま医療センターこころの杜」については、引き

続き専門性の向上を図りながら、処遇困難患者等の受入体制の強化や患者の地域生活移行の充実を図るとともに、新設された医

療観察法病棟の運用や児童思春期外来「ふくしまモデル」医療、児童思春期病棟の充実など先進的な精神医療の提供を図ってく

ださい。

（宮下病院・南会津病院）

民間医療機関の進出が困難な中山間地域における医療提供を担う「宮下病院」「南会津病院」については、住民の安心な生活

のため、引き続き医師を安定的に確保することなどにより、入院・外来患者の受入体制の充実を図るとともに、在宅医療の提供

や地域包括ケアシステムの構築支援など、関係機関との連携を図りながら地域のニーズに対応した、より一層良質な医療の提供

に努めてください。

宮下病院については、施設の老朽化が進んでいることから、宮下病院機能検討委員会の報告を踏まえた建替えを計画的に進め

るとともに、病院建替を契機として中山間地域医療のモデル的医療機能の提供に努めてください。

南会津病院については、新型コロナウイルス感染症の収束状況を見据え、地域包括ケア病棟の開設に向けて医療機能の充実に

努めてください。
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（大野病院）

「双葉地域における中核的病院のあり方検討会議」（令和 年 月設置）おいて、双葉地域の医療提供体制、中核的病院の機

能などについての検討を進め、双葉地域の医療を担う医療機関のあり方について検討を進めてください。

（ふたば医療センター）

震災からの復興・再生を支える「ふたば医療センター（附属病院、附属ふたば復興診療所（リカーレ））」は、引き続き、帰還

した住民等が安心して生活できる環境及び復興事業従事者が安心して働ける環境の整備を医療面から支えるセーフティネット

としての役割を果たしてください。

経営基盤の強化について

改革プランの着実な推進に向け、医療機能の充実による新たな施設基準の取得、診療材料・医薬品の費用削減などの経営効率

化や未利用財産の速やかな売却による累積欠損金の削減、政策医療経費の確保などに取り組んでください。

なお、消費税については、税抜会計処理方式の採用により毎月の損益の適正な把握と透明性の確保に努めてください。

医業未収金について

個人に係る過年度医業未収金は、訪問徴収の実施や弁護士法人への回収委託等により、期末残高 万 円と前年度に

比べ 万 円減少していますが、未収金の早期回収に向け組織的に取り組むとともに、新たな未収金の発生防止に努めて

ください。

⑷ 固定資産（医療機器等）の管理について

医療機器等の固定資産について、管理が適切でないものが見受けられますので、管理の方法について再度検討を行うとともに、

常にその現況を把握し、関係帳簿の整理に努めてください。特に、固定資産の除却については、滅失・破棄した都度適正に行う

ことに留意してください。

〈参考 資金不足比率〉 （単位 ％）

Ｈ24 年度 Ｈ25 度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 H30 年度 Ｒ元年度 Ｒ2 年度  Ｒ3 年度

資金不足比率 － － － － － － － － － －

※ 資金不足比率は、公営企業の資金不足額と公営企業の事業規模である料金収入等の比率で、経営状態の悪化の度合いを示す

ものであり、経営健全化の基準は ％とされています。｢－」は、資金不足額がないことを示しています。
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病院別損益の状況(セグメント分析）

ふくしま医療セン

ターこころの杜
宮下病院 南会津病院 大野病院(休止中) ふたば医療セン

ター附属病院

ふたば医療セン

ター附属ふたば復

興診療所

本局 合計（円）

総 収 益 2,317,510,294 744,784,064 2,366,140,507 183,810,048 1,249,175,293 188,155,537 742,704,536 7,792,280,279

総 費 用 2,317,985,930 746,272,725 2,368,470,251 96,120,244 1,247,472,649 187,848,743 740,020,507 7,704,191,049

純 損 益 △ 475,636 △ 1,488,661 △ 2,329,744 87,689,804 1,702,644 306,794 2,684,029 88,089,230

収支差補填前純損益 △ 1,108,167,174 △ 419,838,187 △ 24,377,475 87,689,804 △ 654,687,431 △ 117,494,055 2,684,029 △ 2,234,190,489

△ 40
△ 20

0
20
40
60
80

100
（億円） 病 院 事 業 損 益

ふくしま医療セン

ターこころの杜
宮下病院 南会津病院 大野病院(休止中) ふたば医療センター

附属病院

ふたば医療センター

附属ふたば復興診

療所

本局 合計（円）

医業収益 883,526,208 231,777,826 1,218,777,733 0 201,842,062 44,895,124 43,879,029 2,624,697,982

医業費用 2,309,229,452 744,291,780 2,244,846,040 94,044,816 1,243,417,469 187,690,669 605,361,965 7,428,882,191

医業損益 △ 1,425,703,244 △ 512,513,954 △ 1,026,068,307 △ 94,044,816 △ 1,041,575,407 △ 142,795,545 △ 561,482,936 △ 4,804,184,209

△ 60
△ 40
△ 20

0
20
40
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80

100 （億円） 医 業 損 益
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一　般　会　計　負　担　金　等　の　状　況　　　

ふくしま医療セン

ターこころの杜
宮下病院 南会津病院

大野病院

（休止中）

ふたば医療セン

ター附属病院

ふたば医療セン

ター附属ふたば

復興診療所

本局 合計（円）

令和３年度 999,190,267 514,807,738 1,045,728,601 25,654,122 66,347,062 9,788,262 769,956,674 3,431,472,726

令和４年度 1,481,627,841 547,432,153 738,473,505 25,654,122 62,040,092 8,908,800 680,681,895 3,544,818,408
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（※　各グラフの全国の数値は、地方公営企業年鑑（総務省）のものです。）

①①　　経経常常収収支支比比率率（（比比率率がが高高いいほほどど良良好好））

　経常的な収入で経常的な費用をどの程度賄うことができるか
を示す経常収支比率は101.4％で、前年度に比べ1.4ポイント上
昇しています。
　これは、企業債に係る支払利息が減少したことにより経常費
用の増加を経常収益の増加が上回ったことによるものです。

×100

医業収支比率(%)=
医業収益

医業費用
×100

《 財 務 指 標 》

経常収支比率(%)＝
医業収益＋医業外収益

医業費用＋医業外費用

②　医業収支比率（比率が高いほど良好）

　　事業の営業成績を示す医業収支比率は35.3％で、前年度に比
べ3.6ポイント低下しています。
　これは、南会津病医院やふくしま医療センターこころの杜で
の入院患者の減少に伴い、収益が減少したことによるもので
す。
　なお、政策医療に特化している本県では、全国と比べて低い
数値となっています。

平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

経常収益 県（億円）

経常費用 県（億円）

経常収支比率 県

経常収支比率 全国
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職員給与費対医業収支比率(%)＝
職員給与費

医業収益
×100

流動比率(%)=
流動資産

流動負債
×100

③③　　職職員員給給与与費費対対医医業業収収益益比比率率（（比比率率がが低低いいほほどど良良好好））

　医業収益に占める職員給与費の割合を占めす職員給与費対医
業収益比率は151.7％で、前年度に比べ11.7ポイント上昇してい
ます。
　これは、昨年10月に開院したふくしま医療センターこころの
杜での看護部門職員の大幅な増員とふたば医療センター附属病
院での医師、看護部門職員の増員によるものです。
　政策医療に特化している本県では、全国に比べて給与費の割
合が相対的に高くなっています。
　

④④　　流流動動比比率率（（比比率率がが高高いいほほどど良良好好））

　資金繰りの余裕を示す流動比率では69.4％で、前年度に比べ
23.9ポイント上昇しています。
　これは、預金が増加したことに加え、一般会計からの借入金
返済額が減小したためです。
　一般的には100％以上が望ましいとされていますが、政策医療
に特化している本県では、借入金が多いため、低くなっていま
す。

平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

県

全国
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⑥⑥　　累累積積欠欠損損金金比比率率（（比比率率がが低低いいほほどど良良好好））

　医業収益に対する当年度未処理欠損金の状況を示す累積欠損
金比率は248.9％で、前年度に比べ0.9ポイント低下していま
す。
　これは、令和4年度の純利益88,089千円により累積欠損金が減
少したためです。
　全国に比べ高い割合となっていますが、政策医療に特化して
いる本県では、医業収益での欠損金の削減は望めない状況にあ
ります。

累積欠損金比率(%)
医業収益

×100

累積欠損金
（当年度未処理欠損金）

自己資本
構成比率(%) 負債・資本合計

×100

⑤　自己資本構成比率（比率が高いほど良好）

　事業の健全性を示す自己資本構成率は47.3％で、前年度に比
べ0.5ポイント低下しています。
　これは、昨年10月に開院したふくしま医療センターこころの
杜建設に伴う企業債の借入の増加に伴い、負債が増加したこと
によるものです。

資本金＋剰余金
＋評価差額等＋繰延収益

平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
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⑦　有形固定資産減価償却率（比率が高いほど老朽化）

　資産の老朽化度合いを示す有形固定資産減価償却率は57.9％
で、前年度に比べ13.3ポイント低下しています。
　これは、昨年10月に開院したふくしま医療センターこころの
杜の建設によるものです。

有形固定資産
減価償却率(%)

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち
償却対象資産の帳簿原価

×100
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（※　各グラフの全国数値は、地方公営企業年鑑（総務省）のものです。）《 業 務 指 標 》

①　病床利用率（比率が高いほど良好）

　病床の稼働率や適正規模を判断する病床利用率は、
一般病床が29.1％で前年度に比べ3.6ポイントの低
下、精神科病床は51.6％と前年度度に比べ8.5ポイン
ト低下しています。
　一般病床では、南会津病院で重篤な患者や手術件数
の減少、精神科病床では、こころの杜で地域生活移行
の促進により入院患者数が減小したためです。

病床利用率（％）＝
入院患者数

延病床数
×100
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②②　　110000床床当当たたりり職職員員数数

　病床の効率性を職員数から見る100床あたり職員数
は、全職種平均で133.9人、医師は11.1人、看護部門
職員は85.6人と前年度に比べそれぞれ増加していま
す。

③③　　患患者者１１人人11日日当当たたりり診診療療収収入入

　病院の収益性を見る患者１人１日当たり診療収入
は、入院が26,360円で前年度に比べ診療単価の高い入
院患者の増加により1,840円増加し、外来でも9,858円
と前年度に比べ334円増加しています。

平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

県 医師
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④　職員１人１日当たり診療収入

　職員１人１日当たりの診療収入は、医師が181,585
円で前年度に比べ14,657円、看護部門職員が27,461円
で前年度に比べ1,391円と、それぞれ減小していま
す。
　この主な原因は、南会津病院やこころの杜での入院
患者の減少によるものです。

⑤　薬品の使用効率

　薬品の購入及び使用に伴う差益を示す薬品の使
用効率は、注射が125.3%で前年度に比べ16.0ポイ
ント、投薬が110.3%で前年度に比べ4.2ポイン
ト、それぞれ低下しています。
　割合が100%を超え安価で薬品が調達されてお
り、また、注射、投薬とも全国平均よりも高い割
合となっています。

薬品の使用効率(%)＝
薬品稼働額

薬品費
×100
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１　損益計算書
（単位　円）

構成比％ 構成比％

統 括 管 理 費 入 院 収 益

病 院 経 営 費 外 来 収 益

減 価 償 却 費 そ の 他 医 業 収 益

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

支 払 利 息 受 取 利 息

雑 損 失 一 般 会 計 補 助 金

補 助 金

一 般 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入

その他医業外収益

固 定 資 産売 却損 固 定 資 産 売 却 益

過年度損益修正損 過年度損益修正益

寄 贈 財 産評 価額 そ の 他 特 別 利 益

そ の 他 特別 損失

医 業 損 益 △ 4,804,184,209 △ 4,157,592,722

経 常 損 益 △ 2,990,302

当 年 度 純 損 益 △ 37,246,459

　　　　　　＜決 　算 　資 　料 　等＞

区　　　分区　　　分
前　年　度

決　　算　　額

前　年　度当　年　度

決　　算　　額

当　年　度

医 業 費 用

医 業 外 費 用

特 別 損 失

医 業 収 益

医 業 外 収 益

特 別 利 益

事 業 総 費 用 事 業 総 収 益



−   83  −

２　剰余金計算書

　(1) 利益剰余金

　　　

　(2) 資本剰余金

　　　

３　欠損金処理計算書

当年度未処理欠損金は 6,532,935,462円で、全額を翌年度へ繰り越すこととしています。

（単位 円）

区 分 発 生 額 処 分 額 年 度 末 残 高

当 年 度 純 利 益 当年度末残高 △ 6,532,935,462

利 益 剰 余 金 の 部 前年度末残高 △ 6,621,024,692

再 評 価 積 立 金

資 本 剰 余 金 の 部 前年度末残高

寄 附 金

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 資 本 剰 余 金 当年度末残高

補 助 金

翌 年 度 繰 越 欠 損 金

　資本剰余金の前年度末残高は 13,005,828,263円でしたが、ふくしま医療センターこころの杜への絵画の寄付を受贈財産評価
額1,500,000円、また会津医療センター企業債償還元金負担金をその他資本剰余金349,334,743円として繰り入れた結果、翌年度
繰越資本剰余金は、13,356,663,006円となっています。

（単位 円）

区 分 金 額

　繰越欠損金の前年度末残高 は6,621,024,692円となっており、当年度は純利益88,089,230円が生じたため、当年度未処理欠損
金は6,532,935,462円となっています。

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

欠 損 金 処 理 額



−   84  −

４　貸　借　対　照　表

　　

注　構成比は、資産項目にあっては資産合計額に対する割合、負債・資本項目にあっては負債・資本合計額に対する割合です。

資 産 合 計 負債・資本合計

資 本 合 計

前年度末残高 △ 6,621,024,692 △ 6,583,778,233

当 期 純 利 益 △ 37,246,459

利 益 剰 余 金 △ 6,532,935,462 △ 19.5 △ 6,621,024,692

資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 金

資 本 金

負 債 合 計

繰 延 収 益

長期前受金収益化
累 計 額

△ 14,420,052,647 △ 43.1 △ 13,767,704,714

長 期 前 受 金

法定福利費引当金

そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

前 受 金

そ の 他 流 動 資 産 未 払 費 用

前 払 金 未 払 金

貯 蔵 品 一 般 会 計 借 入 金

未 収 金 企 業 債

現 金 ・ 預 金 一 時 借 入 金

流 動 資 産 流 動 負 債

投 資 退 職 給 付 引 当 金

無 形 固 定 資 産 一 般 会 計 借 入 金

有 形 固 定 資 産 企 業 債

固 定 資 産 固 定 負 債

（単位 円）

期　　末　　残　　高 期　　末　　残　　高

区 分 当 年 度 構成比 ％ 前 年 度 区 分 当 年 度 構成比 ％ 前 年 度






